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はじめに

2024 年は、日本経済がデフレ脱却に向けて前進し、緩やかな回復の動きを見せたと評価される一方で、
円安や世界情勢の影響により原材料費やエネルギー価格等の高騰が続き、物価高による消費者の節約
志向、深刻な人手不足、賃上げ圧力の高まり等、中小企業にとっては経営環境の厳しさが増した年で
もありました。
2024年 12月の都内中小企業を対象とする調査＊1では、業況DI（業況が「良い」とした企業割合-「悪い」
とした企業の割合）は、3か月ぶりに改善したものの、依然マイナス 26 という低い水準になっています。
また、2024 年の都内倒産件数は 1,782 件（前年比 11.6％増）となり、3年連続で前年を上回りました＊2。

このような厳しい環境下で活力向上を図る都内中小企業を支援すべく、2022 年 4 月にスタートした
当事業「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」では、前身事業＊3 のコンセプトを引き継ぎ、東
京都産業労働局および都内中小企業支援機関＊4 が連携して支援体制を構築して、それぞれの中小企業
の実情に合わせたきめ細かな経営サポートを行ってきました。その事業内容は、次の 3つの支援策か
ら成り立っています。
第一段階の『経営分析』では、中小企業経営者にまずチェックシートで自社の経営課題に気づいて
いただきます。続いて、商工会・商工会議所の経営指導員および中小企業診断士が当該中小企業を訪
問し、経営分析を行います。この一連の流れの中で、経営の現状分析と課題抽出を支援し、課題解決
の方向性を見出します。
第二段階の『アシストコース』では、短期的課題の解決、あるいは中長期的な事業計画の策定に向けて、
知見のある専門家を派遣して取り組みを支援し、当該企業の持続的成長発展を図ります。
第三段階の『アドバンスコース』では、『アシストコース』で事業計画の策定に取り組んだ企業及び
既存の事業計画を有する企業へ必要な専門家を派遣し、計画の実行を支援します。

この「中小企業活力向上モデル」は、2022 ～ 2024 年度の 3年間に渡って実施してきた当事業の集大
成として、経営分析データに基づく都内中小企業の経営課題と高利益率企業に関する分析、利用企業
のアンケート結果、顕著な成果に繋がった好事例を取りまとめたものです。本モデルが、中小企業支
援者の参考になるとともに、急激な環境変化への対応に迫られる中小企業の身近な成功例として心の
支えとなり、ひいては都内中小企業の活力向上の一助となれば幸いです。
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1 中小企業活力向上プロジェクトアドバンスとは

2 支援の流れ
支援の流れは以下のとおりです。

STEP 1　経営分析

中小企業活力向上プロジェクトアドバンス実行委
員会（以下「実行委員会」という。）は、東京都産
業労働局、公益財団法人東京都中小企業振興公社、
東京都中小企業団体中央会、一般社団法人東京都中
小企業診断士協会、東京都商工会連合会、東京都商
工会議所連合会が連携して、中小企業の経営基盤の
向上を図ることを目的に設置された団体です。

本プロジェクトは、「経営力向上TOKYOプロ
ジェクト」（2009～11年度）、「経営力向上フォロー
ア ッ プ 事 業 」（2012年 度 ）、「 新・ 経 営 力 向 上
TOKYOプロジェクト」（2013～15年度）、「中小
企業活力向上プロジェクト」（2016～18年度）、「中

小企業活力向上プロジェクトネクスト」（2019～
21年度）として実施された事業の後継事業として、
2022年度からスタートしました。

事業の中核となるのは、経営分析とその後のフォ
ローです。第三者による客観的な経営分析によって
自社の経営課題への気づきを与えるとともに、経営
課題を解決するために継続してサポートを希望する
企業に対しては、専門家を派遣し、支援を行います。

その他、実行委員会事務局では中小企業の活力向
上のため、公式ウェブサイト、動画セミナー、専門
家コラム、メールマガジンなどによる情報提供を
行っています。

経
営
者
が「
中
小
企
業
活
力
向
上

チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
」を
用
い
て
、企
業
の

現
状
を
自
己
評
価
し
ま
す
。

①

経
営
指
導
員
が
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を

も
と
に
申
込
企
業
の
現
状
を
把
握
し
、

経
営
課
題
に
沿
っ
た
専
門
分
野
の
知

識
を
有
す
る
中
小
企
業
診
断
士
を
選

定
し
ま
す
。

②

経
営
分
析
を
実
施
し
、課
題
解
決
の
方

向
性
を
検
討
し
ま
す
。

③

中
小
企
業
診
断
士
が
分
析
報
告
書
を
作

成
し
ま
す
。

④

経
営
指
導
員
が
報
告
書
に
基
づ
き
、分

析
企
業
に
対
し
て
分
析
報
告
を
行
い
、

課
題
解
決
に
役
立
つ
中
小
企
業
支
援
策

を
紹
介
し
ま
す
。

⑤

STEP 2　アシストコース

分析企業からの要望があれば、「アシストコース」
を活用し、専門家派遣を実施します。

アシストコースでは、短期的または中長期的な課
題への支援として、コーディネーター等が業種や課
題を踏まえて選任した専門家（ディレクター）を最
大9回まで派遣します。

中長期的な課題への支援においては、専門家のサ
ポートのもと事業計画の策定を行い、今後目指すべ
き姿を明確にしたうえで、3～5年後のビジョンを
まとめます。売上・費用・利益等に関する目標設定
や、取り組むべき課題を整理した実行スケジュール
も作成します。

ⅠⅠ 本プロジェクトの概要 本プロジェクトの概要
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STEP 3　アドバンスコース

「アシストコース」で事業計画を策定した企業及
び既存の事業計画を有する企業が、計画の実行にお
いてサポートを必要とする場合には、「アドバンス
コース」を活用し、専門家派遣を実施します。

アドバンスコースでは、コーディネーター等が業
種や課題を踏まえて選任した専門家（ディレクター）
を最大9回まで派遣し、計画の実行を伴走型で支援
します。

短期的な課題への支援の例

〈ホームページ経由での売上を伸ばしたい〉
ITコーディネーターが、ホームページのリニュー

アルやアクセス向上策などについてアドバイスをし
ます。

〈仕事と育児・介護を両立しやすい職場環境をつく
り、従業員の定着率を上げたい〉

社会保険労務士が就業規則など各種規定を見直す
ポイントを指導します。

中長期的な課題への支援の例

〈海外マーケットを狙った事業展開をしたい〉
社内体制の整備、貿易手続、現地での販路開拓の

進め方など、海外ビジネスの経験豊富なコンサルタ
ントが助言し、推進します。

〈工場の生産性を向上させたい〉
機械設備の更新、製造工程の見直しなど、生産管

理現場でのキャリアのある専門家が経営者・従業員
とともに取り組みを検討します。

〈店舗の認知度を向上させ、来店客数を増やしたい〉
店頭・内装・レイアウトの見直し、販促ツールの

改良、接客対応の向上など、業界経験を有する専門
家が改善策を提示、支援します。

最大９回（アシストコース利用企業は5回）まで派遣
・アシストコースで事業計画を策定した
企業及び既存の事業計画を有する企業
の実行支援

最大９回まで派遣
・短期・中長期の課題解決支援
・事業計画の策定支援

A
Action
改善策検討

P
Plan
計画作成

D
Do

課題解決支援

C
Check
状況把握

分析申し込み

アシストコース

経営分析

• 現地訪問ヒアリ
ングによる状況
把握

• チェックシート
による状況把握

• 分析報告書
の作成

• 必要に応じ、
取組の優先順位
の相談

• 実行の後押し
• 必要に応じ、
別支援へ誘導・
フォロー

アドバンスコース

• 課題解決の
方向性の検討

コーディネーター等 • 専門家の
派遣調整 専門家専門家

※中小企業診断士の派遣は1回
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❶経営指導員
経営者の身近な相談相手として、都内商工会及び

商工会議所に所属し、様々な経営相談に対応する職
員です。状況・課題を把握・共有化し、課題解決の
提案や手法の提示を行います。

❷中小企業診断士
国家資格を有する経営コンサルタントです。経営

分析を実施するために、本プロジェクトでは約
1,250名の中小企業診断士が登録されています。
企業の経営課題に応じて、各分野で専門的知識を有
する中小企業診断士が選定され、経営分析を実施し
ます。

❸コーディネーター
東京都商工会連合会及び都内商工会議所から依頼

され、支援に係る様々な調整と進行管理を行うコン

東京都内に事業所を持つ中小企業（※）を支援対象としています。

戦略・経営者、マーケティング、組織・人材、運営管理、財務管理、危機管理・社会環境・知財管理の6つ
の分野に回答し、経営者自身の視点で自社の現状をチェックできるツールです。経営分析の申込書を兼ねてい
ます。（※ P10参照）

サルタントです。主に「アシストコース」「アドバ
ンスコース」において、企業の経営課題に対し幅広
い専門性を活かしたサポートを行います。

❹ディレクター
実際に申込企業を訪問し、「アシストコース」で

は経営の実情に応じた課題解決支援と事業計画策定
支援、「アドバンスコース」では事業計画の実行支
援の中核を担う専門家です。登録された専門家の中
からコーディネーター等が選定し、依頼をします。

❺専門家
法務、税務、労務、IT等、各分野の知識を有す

る専門家です。専門家のサポートを得ることが効果
的と判断する場合に申込企業に派遣します。支援を
行う専門家をコーディネーター等が確認し、事務局
が支援の都度、依頼します。

業種
製造業・ソフトウェア業・
情報処理サービス業・
その他の業種

卸売業 小売業・飲食店 サービス業

従業員数
資本金額

300人以下
または3億円以下

100人以下
または1億円以下

50人以下
または5千万円以下

100人以下
または5千万円以下

（※） 中小企業基本法に定められた中小企業の範囲に基づきます。業種分類ごとに異なる資本金基準、従業員
基準、どちらかに該当すれば本事業の支援対象となります。

3 各支援担当者の役割

4 支援対象者（利用資格）

5 中小企業活力向上チェックシート
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●経営分析報告書
チェックシートと経営分析の結果に基づき、中小企業診断士が第三者の視点で企業の現状と課題を分析し、

改善に向けた提案についてまとめます。

●事業計画書
アシストコースにおいて、ディレクターが経営状況の多角的分析などを支援し、申込企業が中長期的ビジョ

ンとその実現に向けた実行計画をまとめます。

6 支援による成果物
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2024年度は、12月31日時点において1,349
社の経営分析の申込を受け付け、うち1,261社の
分析を完了しました。また、アシストコースでは
467社、アドバンスコースでは204社の申込を受
け付けました。

❶業 種
経営分析を利用した事業者の業種構成をみると、

「サービス業」が最も多く（29.2％）、次いで「製
造業」（17.6％）、「卸売業」（16.8％）、「小売業」

（12.8％）、「飲食業」（7.6％）、「情報通信業」（6.9％）

の順となっています。
アシストコースの支援を利用した事業者の業種構

成をみると、「サービス業」が最も多く（33.0％）、
次いで「製造業」（17.8％）、「小売業」（15.6％）、「飲
食業」（12.2％）、「卸売業」（9.6％）、「建設業」

（6.6％）、の順となっています。
また、アドバンスコースの支援を利用した事業者

の業種構成をみると、「サービス業」が最も多く
（31.9％）、次いで「製造業」（23.0％）、「小売業」
（19.1％）、「卸売業」（9.8％）、「飲食業」（5.9％）、「建
設業」（4.9％）、の順となっています。

業種別支援企業数

製造業 建設業 情報通信業 運輸業 卸売業 小売業 飲食業 サービス
業

その他・
不明 合　計

経営分析 237 72 93 10 226 173 102 394 42 1,349

アシストコース 83 31 11 2 45 73 57 154 11 467

アドバンスコース 47 10 5 2 20 39 12 65 4 204

注） 経営分析、アシストコース、アドバンスコースのいずれも申込企業数による

10% 30% 50% 70% 90%0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営分析

アシストコース

アドバンスコース

支援企業の業種構成

製造業 建設業 情報通信業 運輸業 卸売業 小売業 飲食業 サービス業 その他・不明

23.0

17.8

17.6

4.9

2.46.6

5.3

9.8

0.70.7

0.40.4

1.01.0

2.5

9.6

16.86.9

19.1

15.6

12.8

5.9

12.2

7.6

31.9 2.0

33.0 2.4

29.2 3.1

7 支援の特徴



9

❷規 模（従業員数）
本書では、従業員数「5名以下」の事業者を「小

規模企業」、「6名～20名」の事業者を「中規模企業」、
「21名以上」の事業者を「大規模企業」と定義して
います。

経営分析を利用した事業者を従業員規模別にみる
と、従業員数が「小規模」の企業が69.2％、「中規
模」の企業が18.8％、「大規模」の企業が10.3％
となっています。従業員数20名以下の企業が全体
の88.0％を占めています。

アシストコースの支援を利用した事業者を従業員
規模別にみると、従業員数「小規模」の企業が
71.3％、「中規模」の企業が19.9％、「大規模」の
企業が6.4％となっています。従業員数20名以下
の企業が全体の91.2％を占めています。

また、アドバンスコースの支援を利用した事業者
を従業員規模別にみると、従業員数「小規模」の企
業が68.6％、「中規模」の企業が19.6％、「大規模」
の企業が9.8％となっています。従業員数20名以
下の企業が全体の88.2％を占めています。

規模（従業員数）別支援企業数

小規模（5名以下） 中規模（6～20名） 大規模（21名以上） 不明 合　計

経営分析 934 253 139 23 1,349

アシストコース 333 93 30 11 467

アドバンスコース 140 40 20 4 204

注） 経営分析、アシストコース、アドバンスコースのいずれも申込企業数による

0% 10% 30% 50% 70% 90%20% 40% 60% 80% 100%

経営分析

アシストコース

アドバンスコース

支援企業の規模（従業員数）構成

小規模（5名以下） 中規模（6～20名） 大規模（21名以上） 不明

68.6

71.3

69.2

19.6

19.9

18.8

9.8 2.0

6.4 2.4

10.3 1.7
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ⅡⅡ  都内中小企業をとりまく経営環境都内中小企業をとりまく経営環境

1 景気状況における都内中小企業の傾向

本章では、中小企業をとりまく経営環境について概観するとともに、都内中小企業・小規模事業者の経営に
与える重要な環境要因、及び対応すべき取り組みと効果についての示唆について見ていく。

1. 中小企業・小規模事業者の業況判断DI
全国および東京都の業況判断DIの推移は、2020

年第2四半期に新型コロナウイルス感染症の影響で
急激に落ち込んだものの、足元は中規模企業、小規

模企業ともに、2020年第2四半期以前の水準に回
復している。中小企業の景気状況はコロナ禍前に
戻ったものと推察される。

2. 企業倒産状況の推移
全国、東京都ともに、企業倒産件数は、2021年

を境に増加傾向である。コロナ禍における緊急融資
や給付金などにより、一旦は落ち着いたものの、昨

今の資材高や仕入れコストの上昇、人手不足などの
影響もあり、揺り戻しが生じている可能性も考えら
れる。

図表　（全国）業況判断DIの推移

（出所）：中小企業庁・中小企業基盤整備機構
「中小企業景況調査（2024年4-6月期）」 （出所）：東京都産業労働局

「東京都中小企業の景気動向（2024年7月公表分）」

図表　（東京都）業況判断DIの推移

図表　（全国）企業倒産状況の推移

（出所）：東京商工リサーチ
「全国企業倒産状況」

図表　（東京都）企業倒産状況の推移

（出所）：東京都産業労働局
「東京の企業倒産状況（2019年~2023年）」
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3. 原材料・資源価格高騰による影響
「原材料・商品仕入単価DI（前年同期比）」は、

2022年第3四半期にかけて上昇し、以降高水準が
継続している。いずれの産業においても原材料価格
は高止まりの状況にある。

原材料・資源価格変動による企業業績に対する影
響では、営業利益でマイナスの影響を受けている中
小企業が多く、昨今の物価高は中小企業の利益に悪
影響を与えていることがうかがえる。

図表　原材料・商品仕入単価DI

（出所）：中小企業庁・中小企業基盤整備機構
「中小企業景況調査（2024年4-6月期）」

図表　原材料・資源価格変動による
企業業績に対する影響の変化（前年度比）

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

1. 価格転嫁と新たな市場の開拓
昨今の物価高を踏まえ、価格転嫁に成功した企業

のうち、多くは「原価を示した価格交渉」が有効と
回答している。その他の上位項目として、「取引先
への価格改定の通知」、「業界全体における理解の進
展」が挙げられ、取引先との関係性を考慮して行わ
ざるを得ない状況がうかがえる。

一方で、新たな市場ニーズの探索に取り組んでい
る企業ほど、取り組んでいない企業と比べて、イノ
ベーションの事業化や、それによる利益増加に繋
がっている傾向があることもわかっており、利益を
増やすためには次なる稼げる事業の探索も欠かせな
いことがうかがえる。

2 都内中小企業の経営に影響を与える重要な環境要因

図表　新たな市場ニーズの探索状況別に見た、
イノベーションの事業化状況

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2023年版）」

図表　価格転嫁の成功理由

（出所）：経済産業省「価格交渉ハンドブック」2023年6月
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2. 人手不足の現状と不足しない企業の要因
コロナ禍後の需要回復を受けて中小企業の売上額

が回復基調にある一方で、従業員過不足DIは低水
準で推移し、人手不足は強まっていることがわかる。

一方、人材を十分に確保できている企業では、そ

の要因として「賃金や賞与の引き上げ」が上位に挙
げられるとともに、人手が不足していない企業ほど、
働きやすい職場環境・制度の整備が進んでいること
がうかがえる。

3. 賃上げの現状と人手不足対策
最低賃金の上昇とともに、賃上げを実施予定の企

業は増えているが、「業績の改善が見られないまま
賃上げを実施予定」とする企業が多く、利益の確保
ができないまま、外部環境の変化に押されて否応な
しに賃上げせざる得ない状況がうかがえる。

一方、職場環境の整備に向けた取り組みに積極的
な中小企業であるほど、従業員数が増加していると
回答する割合が高いことから、人手不足対策におい
ては、職場環境整備に向けた取り組みが有効である
ことが示唆されている。

図表　従業員過不足DIの推移

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

図表　人手が不足していない企業の要因

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

図表　賃上げ状況

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

図表　従業員数の変動状況
（職場環境の整備への取り組み状況別）

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」
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3 都内中小企業の対応すべき取り組みと効果についての示唆
1. 人材戦略を含めた経営戦略・計画の策定

職場環境整備を見据えると、人材戦略を策定した
企業ほど従業員数増加率の水準が高く、さらに、人
材戦略と経営戦略を紐づけた企業は売上高増加率の
水準も高くなっていることがわかる。人材戦略を含
んだ経営戦略の策定は、従業員数と売上高の増加に
効果的であることが示唆されている。

また、経営計画策定の効果は、「経営方針と目標
が明確になった」及び「自社の強み・弱みを認識で
きた」との回答がそれぞれ約7割となっているが、

「社内の士気向上が図れた」と回答した企業も約1
割あり、人材に対する求心力を保つ意味でも、経営
計画の策定は、一定の効果が認められることがうか
がえる。

2. 経営方針で目指す方向とその後の効果
経営計画の策定に関連して、経営方針を「付加価

値を高めるための行動をするべき」と回答した企業
では、売上高が最も増加しており、「新たな需要を獲
得するための行動をするべき」と回答した企業では、
経常利益及び労働生産性が最も増加していることが
分かる。一方で、投資行動に消極的な企業の売上高
及び労働生産性の変化率は負の水準となっている。

必要な投資は積極的におこないながら、ある種
レッドオーシャンとなっている既存市場では、付加
価値を高める行動、すなわち効率的に業務を回す仕
組みの構築（知の深化）が売上拡大につながり、ブ
ルーオーシャンな新規市場では、新たな需要を獲得
するためのイノベーション等の取り組み（知の探索）
が経常利益の拡大につながる可能性が示唆されてい
る。

図表　従業員数の変動状況
（人材戦略策定への取り組み状況別）

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2023年度版）」

図表　経営計画策定による効果

（出所）：中小企業庁「小規模企業白書（2016年版）」

図表　経営方針と業績動向の関係性

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

レッドオーシャン：競争が激化している市場　ブルーオーシャン：競争相手がいないか少ない市場
知の深化：現在の強みや中核事業を深掘り、磨き上げていくこと
知の探索：新しいことに触れ、取り入れ、リスクをとって挑戦していくこと
引用：『世界標準の経営理論』（著者・入山章栄氏、ダイヤモンド社、2019年）
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3. 生産性向上とDXへの取り組み
付加価値を高める行動として、生産性向上の観点

からDXへの取り組み状況を見てみると、直近5か
年では、DXの取り組みが堅調に進んでおり、特に、
段階3：「デジタル化による業務効率化やデータ分
析に取り組んでいる状態」の企業が、2019年の
9.5％から2023年には26.9％と3倍近い水準まで
増加している。

一方で、2023年時点でも段階1～2の企業は

66.2％と過半数を占めている状況であり、今後の
さらなるDX促進が期待される。

また、付加価値額区分でみると、DXの取り組み
を2019年以前から開始している企業は、2020
年以降に開始した企業と比べて、2022年時点の
付加価値額区分が高い傾向にあることがわかる。
DXに早期から取り組むことで、長期的には業務効
率化を通じて高付加価値化につながる可能性が示
唆されている。

図表　DXの取り組み状況

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

図表　付加価値額区分
（2022年時点・DXの取り組み開始時期別）

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2024年版）」

4 都内中小企業の環境課題への解決に向けた考察
1. DXへの取り組みの効果

DXへ向けた取り組みが中小企業の課題解決に有
効であると仮定してさらに深堀してみると、都内中
小企業が、DXを目指したデジタルシフトを進める
ことによって得られた効果について、全体で最も多
かったのは「業務効率化」であり、割合としては
81.4％であった。取り組みレベルとして最も進ん

でいるレベル4の企業では、「業務の見える化」や「社
内コミュニケーション促進」「標準化（脱・属人化）」
も上位に挙げられており、さらに「人手不足の解消」
や「販路・売上拡大」も高い。DX化やデジタルシ
フトを進めることは、先に挙げた中小企業を取り巻
く環境における課題の解決に有効であることが示唆
されている。



21

2. DXへの取り組みにあたっての課題
DXへの取り組みに向けての課題としては、ITに

関わる人材不足、DX推進に関わる人材不足、予算
確保の難易度が上位に挙げられており、IT人材の
確保・育成や投資資金の確保が求められている。

さらに人材面では、2023年時点で61.9％の都
内中小企業でデジタル人材の確保に苦慮しており、
どのように確保すればよいか悩ましい状況がうかが
える。

3. 事業承継はDX化・デジタルシフトへの好機
デジタル人材の確保の方法については、「既存社

員の育成」を行っていると答えた企業が最も多く、
新規社員の採用を行っている企業は少数にとどまっ
ている。人手不足の状況下においては、「採用でき
ず育成せざる得ない状況」であることがうかがえる
が、育成しても定着しなければDX化は進まず、結
局は前述の通り、魅力ある「職場環境整備」により、
人材の確保、定着を図ることが必要なのかもしれな

い。しかし、職場環境整備には投資も必要となり、
経営者が必要性を理解して攻めの投資として費用を
かけられるかがポイントとなると思われる。

また、デジタル化の取り組みを、事業承継を絡め
て見てみると、2010年以降に事業承継を実施した
企業では、事業承継を実施していない企業と比較し、
取り組み段階3の企業の割合が高いことが見て取れ、
取り組み段階1の企業の割合は低い。つまり事業承
継を実施した企業の方がデジタル化が進展している

図表　デジタルシフトの成果・効果（都内中小企業）

（出所）：東京商工会議所「中小企業のデジタルシフト・DX実態調査集計結果（2023年7月）」

図表　DXに取り組むに当たっての課題

（出所）：中小企業基盤整備機構
「中小企業のDX推進に関する調査（2023年）」

図表　デジタル人材について（都内中小企業）

（出所）：東京商工会議所
「中小企業のデジタルシフト・DX実態調査（2023年9月）」
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傾向にあることが確認できる。
事業承継を機に、若い後継者がトップダウンで積

極的な投資を行いながらデジタル化を進めることは、

これまでみた都内中小企業を取りまく様々な課題の
解決に有効である可能性が示唆される。

4. 職場環境整備の切り口としての健康経営
本章の最後に職場環境整備の一つの取り組み例と

して健康経営について見ておきたい。
中小規模法人における健康経営優良法人認定申請

数は年々増加傾向にあり、健康経営に取り組む中小
企業が増加していることがわかる。2023年度では、
約17,000件にまで到達している。

また、都内の中小規模法人における健康経営への
取り組みの効果としては、「従業員の健康状態の改
善」はもちろんのこと、「組織の活性化」も上位項
目に挙げられ、それ以外にも「人材採用」「離職の
防止」「生産性の向上」など、人手不足の環境下に
おける課題解決にも効果が期待できることが示唆さ
れている。

図表　デジタル人材について（都内中小企業）

（出所）：東京商工会議所「中小企業のデジタルシフト・ 
DX実態調査（2023年9月）」

図表　事業承継の実施有無とデジタル化の取り組み状況

（出所）：中小企業庁「中小企業白書（2023年版）」

図表　健康経営への取り組み状況

（出所）：経済産業省
「健康経営の推進について（2024年3月）」

図表　健康経営への取り組みの効果

（出所）：経済産業省「健康経営優良法人（中小規模法人部門）
申請書集計データ（2023年度）」
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ⅢⅢ  データから見える都内中小企業の経営課題データから見える都内中小企業の経営課題

1 チェックシートから見える課題

本章では、経営分析の実施に先立って経営者が自ら記載する経営に必要な6分野70項目の「チェックシート」
の内容を分析した結果と、経営分析実施の結果、中小企業診断士が作成する「分析報告書」の蓄積データを、
テキストマイニングの手法等を用いて分析した結果を紹介したい。

1. チェックシートの分析方法
チェックシートの分析にあたっては、以下の集計

方法に基づいて、それぞれのチェック項目に対して、
「単純集計」、「利益率による集計」、「従業員規模に
よる集計」の3つの分析をおこなった。

前身事業で実施した分析データ（2020年度～
2021年度）を比較対象とし、前回調査と今回調査
とで、どのような違いが見られるかによって、近年
の都内中小企業における課題の特徴を見出すことと
した。

例えば、1-12「経営者が日常的に現場に出向い
て直に意見を聞いている」の項目を見ると、単純集
計では、「できている」「ある程度できている」に
チェックされた合計が83.8％あり、前回調査時の
78.4％より多くなっていることを特徴として見て
いる。一方、利益率による集計については、3-7「事
業を承継する後継者（親族、従業員、社外から招へ

い）を定め、計画的に承継を進めている」の場合、
低利益率企業42.6％に対して高利益率企業54.8％
と12.2％の差が生じていることを特徴とし、従業
員規模による集計については、3-13「賃金制度や
人事・評価制度を明確にしている」の場合、大規模
74.5％から小規模48.9％の差（25.6％）を特徴
として、それぞれ前回調査と比較している。

分析に関する基本条件
分析対象データ 原則として本プロジェクトにおける2022年度～ 2024年度第2四半期までに経営分析を受診した企業の

約3年間の蓄積データ（チェックシートおよび分析報告書）を対象としている。
また経年比較のため、前身事業（中小企業活力向上プロジェクトネクスト）で実施した分析データ（2020
年度～ 2021年度）も比較対象として利用している。

利益率の高低 分析対象データの営業利益率の水準が分析対象の中央値を上回る企業を「高利益率企業」とし、下回る企
業を「低利益率企業」と定義している。また、営業利益および営業利益率については、売上高〈完成工事高〉
-売上原価〈製造原価〉-販売費一般管理費＝営業利益、営業利益/売上高〈完成工事高〉＝営業利益率、とし
て扱っている。

従業員規模 従業員数5名以下を「小規模」、5名超～ 20名以下を「中規模」、20名超を「大規模」と定義している。
業種 業種ごとの分析においては、母数の関係上、「飲食業」「サービス業（飲食除く）」「小売業」「卸売業」「製造業・

建設業・運輸業・その他」の5つに分類した。
テキストマイニング テキストマイニングとは、分析対象の文章を単語や文節で区切り、それらの出現頻度や相関、出現傾向

などを解析することで、有用な情報を見つけ出すデータ分析手法。本調査では、マイボイスコム株式会
社が提供する「TextVoice（テキストボイス）」を利用した。

分析協力先 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社の協力のもとおこなった。

チェックシートの集計方法
単純集計 2022年度~2023年度のチェックシートのチェック数を集計
利益率による集計

（利益率高・低）
各年度の直近期末の営業利益率データが存在する先を中央値ベースで高・低に分類し、チェック数を
集計

従業員規模による集計
（従業員規模大・中・小）

従業員数データが存在する先を小規模（5名以下）・中規模（5名超~20名以下）・大規模（20名超）に
分類した上で、チェック数を集計

図表　単純集計（1-12） 図表　利益率による集計（3-7） 図表　従業員規模による集計（3-13）
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2. 単純集計（全体の傾向）
全体の傾向としては、今回調査（2022年度~ 

2023年度）において、前回調査（2020年度~ 
2021年度）と比較して、上位10項目に顕著な差
異はなかったが、1-12「経営者が日常的に現場に

出向いて直に意見を聞いている」の順位が上昇し、
1-16「経営者・幹部が研究開発、営業活動を率先
垂範で行っている」が新しく上位10項目に入る等、

「経営者の現場への関わり」に関する項目の順位が
上がっていることがうかがえた。

3. 利益率による集計（高利益/低利益企業の差異）
全体の傾向と比較すると、生産性向上に繋がる打

ち手に積極的に取り組むことが高利益企業になる要
諦であると推察される。今回調査（2022年度~ 
2023年度）では上位10項目のうち9項目に前回
調査時点から変化が見られ、生産性向上に繋がる打
ち手の項目が多く挙げられた。

また、前章のとおり事業承継が進む企業ほどデジ

タル化に取り組む企業が多いが、今回調査（2022
年度~2023年度）では事業承継を計画的に進めて
いることが高利益率の企業の要素として最上位項目
に挙げられている。同時に、2-9、4-4、2-8等の
業務の高度化に貢献するIT活用の項目も上位10項
目に挙げられており、前回よりもIT活用のレベル
が進展していると推察される。

図表　単純集計（全体の傾向）

（注）値は、「できている」・「ある程度できている」と答えた企業の合計値を示す
前回調査と比較した際の項目における変化について以下の通りに記載
↑：前回調査（2020年度～2021年度）と比較し順位が上がったもの、↓：前回調査（2020年度～2021年度）と比較し順位が下がったもの、
→：前回調査（2020年度～2021年度）と比較し同順のもの、新：今回調査で上位10項目に入ったもの

図表　利益率による集計（高利益/低利益企業の差異）

（注）差は、「できている」・「ある程度できている」と答えた企業の合計値の、（高利益企業）-（低利益企業）の値を示す（大規模・中規模項目を除く）
前回調査と比較した際の項目における順位の変化について以下の通りに記載
→：前回調査（2020年度～2021年度）と比較し同順のもの,新：今回調査で上位10項目に入ったもの
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4. 従業員規模による集計（大規模/小規模企業の差異）
全体の傾向と比較すると、前章の調査同様に「経

営状況を把握している」こと、「戦略を策定し実行
に移す」ことが、大規模企業になる要諦であると推
察される。今回調査（2022年度~2023年度）に
おいて、上位10項目に大きな変化は見られず、前
回同様に「経営状況の把握（5-2、5-1、5-4）」や「経
営戦略の策定及び実行（5-5、1-5、4-3、3-7）」
に繋がる項目が挙げられた。詳細にみると、人材戦

略（3-13）や経営戦略の策定（1-5）が上位項目
に挙げられており、大規模企業ほど人材戦略と経営
戦略の紐づけを行いながら事業を推進している可能
性がうかがえる。また、新しい要素として、前章で
見たように近年健康経営に取り組む企業が増加して
いる中、「社員の健康管理・増進に取り組んでいる」
が上位10項目に入っており、大規模企業ほど健康
経営の取り組みが進んでいることも示唆されている。

5. チェックシートから見える課題のまとめ
単純集計の結果を、都内中小企業の全体の傾向と

して捉えると、前回調査（2020年度~2021年度）
と比較して上位10項目に顕著な差異はなかったが、

「経営者の現場への関わり」に関する項目の順位が
上がっており、経営者が現場への関与を増やしてい
る状況がうかがえる。

次に、利益率別（高利益/低利益企業の差異）に
ついては、「利益を上げるためにはどのような取り
組みが必要か」という観点から、都内中小企業の目
先の短期的な課題として考えてみたい。ここでは前
回調査（2020年度~2021年度）と比較し、上位
10項目に顕著な差異が見られた。短期的に収益性

を向上させるためには、事業承継を一つの機会とし
て、業務の高度化に貢献するIT活用等の生産性向
上に積極的に取り組むことが必要であると推察され
る。

企業規模別（大規模/小規模企業の差異）におい
ては、都内中小企業の将来的な組織規模の拡大を踏
まえた長期的な課題として考えてみたい。ここでは、
前回調査（2020年度~2021年度）と比較し、上
位10項目に顕著な差異はなかったが、前回調査同
様に、長期的に企業規模を拡大させるためには、経
営状況を把握した上で、戦略を策定し実行に移すと
いう、普遍的な取り組みが必要であることがわかる。

図表　チェックシートの分析のまとめ

従業員規模による集計（大規模/小規模企業の差異）

（注）差は、「できている」・「ある程度できている」と答えた企業の合計値の、（大規模企業）-（小規模企業）の値を示す（大規模・中規模項目を除く）
前回調査と比較した際の項目における順位の変化について以下の通りに記載
↑：前回調査（2020年度～2021年度）と比較し順位が上がったもの、↓：前回調査（2020年度~2021年度）と比較し順位が下がったもの、
→：前回調査（2020年度～2021年度）と比較し同順のもの、新：今回調査で上位10項目に入ったもの
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2 分析報告書から見える課題
1. 分析報告書の分析方法

分析報告書の分析にあたっては、高利益率企業と
低利益率企業でどのような違いがあるかを分析する
ために、SWOT分析で示された企業の「強み」「弱み」
の項目を抽出して利益率の高低で比較している。

また、前章の「都内中小企業をとりまく経営環境」
で見た内容を踏まえ、特に重要な示唆が含まれてい
る可能性の高い課題を分析するために、中小企業診
断士が指摘する課題のうち、チェックシートの6分
野に関連した「戦略・経営者」「マーケティング」、
そして、重点課題として指摘される「生産性向上」「人

材確保」「販路開拓」の記述内容が、高利益率企業
と低利益率企業でどのように違うかも分析した。

さらに前章の内容を踏まえて、企業の成長度合い
に応じた課題を分析するために、チェックシートの
6分野に関連して「組織・人材」「運営管理」「財務
管理」「危機管理」の項目で、企業規模別でどのよ
うな違いがあるのかも分析した。

その他、業種別と利益率別で細分化した際にどの
ような違いがあるかも分析し、分析報告書からどの
ような示唆が得られるかを考察した。

2. テキストマイニングによる分析方法と対象件数
テキストマイニングによる分析を実施するにあた

り、単語の出現量と関連性を俯瞰して見られる「ワー
ドクラウド（マップ表示）」と、単語の関連度合い

をグラフで見られる「セグメント比較」の2種類の
分析をおこない、その結果を利用している。分析に
あたっての設定条件および対象件数は以下の通りで
ある。

分析報告書の分析項目と比較方法
対象年度 原則としてチェックシートの調査結果と整合性を保つため、2022年度~2023年度のデータを対象とする。た

だし、業種別による分析については、母数の関係上、2023年第1四半期までのデータを追加して利用している。
利益率による分析

（利益率高・低）
「強み」、「弱み」の差異から高利益企業と低利益企業の傾向に焦点を当て分析した。また、「都内中小企業をとり
まく経営環境」調査の結果、都内中小企業が対応すべき課題として「人手不足への対応」、そして「経営方針で目指
す方向とその後の効果」で見た、「新たな需要を獲得するためのイノベーション等の取り組み（新製品・新サービ
スの開発）」、「効率的に業務を回す仕組み（労働生産性の向上）」の3つに着目し、さらに前節の「チェックシート
から見える課題」（チェックシート調査結果）の利益率による集計で、高利益企業ほど「生産性向上」に繋がる施策
に取り組む傾向がうかがえたことを踏まえ、「課題5項目（戦略、生産性向上、人材確保、販路開拓、マーケティ
ング）」の利益率別による違いの傾向に焦点を当て分析している。

従業員規模による分析
（従業員規模大・中・小）

前節の「チェックシートから見える課題」（チェックシート調査結果）の従業員規模による集計では、大規模企業ほ
ど、経営状況を把握した上で経営戦略を策定・実行し、経営戦略と人材戦略の紐づけを行いながら事業を推進し
ている傾向がうかがえた。本結果を考慮し、ここでは人材や組織運営面に関連した「課題4項目（組織・人材、運
営管理、財務管理、危機管理）」の企業規模別による違いの傾向に焦点を当て分析をおこなった。

業種別による分析
（5分類に分けた業種）

業種別の利益率別（高利益企業、低利益企業）による「強み」、「弱み」の差異から高利益企業の成功要因の特定に焦
点を当て分析をした。業種別の利益率別（高利益企業、低利益企業）による「課題5項目（戦略、生産性向上、人材
確保、販路開拓、マーケティング）」から、高利益企業の課題の特定に焦点を当て分析をした。

分析報告書の分析項目と比較方法
ワードクラウド ⃝ 属性（利益率別：高・低利益、企業規模別：大・中・小規模）の上位10個のピースを比較し、属性に「共通するもの」、

「共通しないもの」を確認する
⃝文字の色

グレー：選択している属性の中で、共通して紐づくピース
黄色：選択している属性の中で、ひとつの属性のみに紐づくピース

セグメント比較 ⃝属性（利益率別：高・低利益、企業規模別：大・中・小規模）と強くつながる内容（特徴）を抽出するもの
⃝数値の大きいキーワードグループほど、該当する属性と関係が強い
⃝数値の大きい上位5つのキーワードグループを抽出する

区分別の対象件数 業種別の対象件数
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3. 業種別による分析結果
紙面の関係上、全ての分析結果を紹介できないた

め、ここでは業種別の分析結果について紹介したい。
それぞれの業種（5業種）ごとに利益率の高低に分
けた企業群において、各々の「強み」がどうであっ

たかについて、テキストマイニングの結果、言及が
多かったコメントを抜粋した内容を踏まえて、ワー
ドクラウドとセグメント比較の結果を考察とともに、
以下に示している。

飲食業
ワードクラウドでは、低利益率企業においては、

「代表の経験値や人脈等」といった代表自身の強み
や接客に強みが挙げられる傾向にあるが、高利益率
企業では、「価格」・「料理」といったワードから、
原価試算の綿密さや原価管理を意識したメニュー展
開等といった価格戦略や特色ある料理メニューの提
供といった強みが挙げられている。

セグメント比較では、高利益率企業においては、
「事業展開・行うこと」、「ポスター・展開・積極的」、「提
供・料理」といったワードから、多角的な事業展開
やポスター等を用いた積極的な販促活動や料理提供
に関連する強みが挙げられている。一方、低利益率
企業では、「関係性・地域・培った・良好」、「仕入れ・
新鮮」といったワードから、地域との関係性の良好
さや仕入れ面に関連する強みが挙げられている。

サービス業（飲食業除く）
ワードクラウドでは、低利益率企業においては、

業界ノウハウや実績が強みとして挙げられている一
方で、高利益率企業では、「販売」・「サービス」といっ
たワードから、販売実績や販売先との関係性等と
いった販売力やサービスの品質及びバリエーション
といったサービス力に関する強みが挙げられている。

セグメント比較では、高利益率企業においては、
「管理・知識・広告・制作・出来る」といったワー

ドから、広告や販売管理に関連した強みや、「対応力・
ニーズ・顧客・信頼」といったワードから、顧客ニー
ズへの対応力があり、顧客からの信頼を獲得してい
ることが強みの特徴として挙げられている。低利益
率企業では「抱え・多数・制作・社内」、「システム・
効果・実績・開発」といったワードから、制作に携
わる優秀な人材の存在や、システム開発に関連した
強みが挙げられている。

サービス業（飲食除）_利益率別｜強み_ワードクラウド サービス業（飲食除）_利益率別｜強み_セグメント比較

飲食業_利益率別｜強み_ワードクラウド 飲食業_利益率別｜強み_セグメント比較
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小売業
ワードクラウドでは、低利益率企業において、仕

入れ先との交渉力や安定した仕入れルートの保持等、
仕入力に関する強みが挙げられる。一方で、高利益
率企業では「ネットワーク」といったワードから、
取引先との関係性の深さが強みとして挙げられたほ
か、ECサイト、インターネット広告、SNS等を用
いた集客が強みとして挙げられていることがわかる。

セグメント比較では、高利益率企業において、「地

元・地域・店舗・中心・持った」、「経営理念・同時
に・スタッフ」といったワードから、地域との関連
性が深く、地域に根差した経営ができていることや、
経営理念や情報共有が社内のスタッフに行われてい
ることが強みとして挙げられている。一方で、低利
益率企業では、「協力・有すること」といったワー
ドから、仕入先等、外部取引先との協力関係が強み
として挙げられていることがわかる。

卸売業
ワードクラウドにおいて、低利益率企業では、「開

発」や「構築」といったワードから、自社の開発力
や取引先との構築された関係性が強みとして挙げら
れている。一方で、高利益率企業では、「社員」や「信
頼」といったワードから、即戦力となる優秀な人材
の存在や顧客及び取引先からの信頼が強みとして挙
げられていることがわかる。

セグメント比較においては、高利益率企業では、

「信頼・構築・顧客・活かせ」、「有すること・代表」
といったワードから、顧客からの信頼を構築し、事
業に活かせていることや代表が有する経験・人脈が
強みとして挙げられていた。低利益率企業では、「独
自・業界・取組」、「知識・豊富」といったワードか
ら、業界の中で自社独自の製品を取り扱っているこ
とや、独自の取り組みを行っていること、業界知識
の豊富さが強みとして挙げられていることがわかる。

製造業、建設業、運輸業、その他
ワードクラウドにおいて、低利益率企業では、高

い技術力や大手企業との取引が強みとして挙げられ
ている。一方で、高利益率企業では、「社員」や「企
画」といったワードから、人材の定着率の高さや積
極的な人材採用、製品の企画力に関する強みが挙げ
られていることがわかる。

セグメント比較においては、高利益率企業では、

「製造・設計・構築」、「毎年・財務・安定」といっ
たワードから、設計から製造までの製造体制が構築
されていることや、財務面が安定していることが強
みとして挙げられていることがわかる。一方、低利
益率企業では、「ソフト・開発・技術」、「サービス・
提供・展開」といったワードから、ソフトウェアの
開発技術やサービス提供に関連する強みが挙げられ
ていることがわかる。

小売業_利益率別｜強み_ワードクラウド 小売業_利益率別｜強み_セグメント比較

卸売業_利益率別｜強み_ワードクラウド 卸売業_利益率別｜強み_セグメント比較
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図表　区分別｜利益率別の傾向のサマリー

製造業、建設業、運輸業、その他_利益率別｜強み_ワードクラウド 製造業、建設業、運輸業、その他_利益率別｜強み_セグメント比較

4. 分析報告書から見える課題
業種別による分析結果と同様に、他のテキストマ

イニングを実施した結果について、利益率別、従業

員規模別（企業規模別）、業種別でどのような分析
結果となったのか、またどのような傾向と課題がう
かがえたか、以下にまとめとして記していきたい。

利益率別の傾向のサマリー
高利益企業では、顧客ニーズを起点とした事業展

開や社内への理念浸透等、中長期的な成長を見据え
た事業運営を行う傾向がうかがえた。一方で、低利

益企業では、保持する技術力やノウハウ等のシーズ
起点の事業展開や不足人材の確保等、足元の利益確
保を目指した事業運営を行う傾向がうかがえた。

企業規模別の傾向のサマリー
小規模企業では、人材の確保、システム導入によ

る業務環境整備、経営計画の策定等、足元の事業基
盤を固めることが課題として挙げられている。一方
で、企業規模が大きくなるほど、人材育成、人事制

度の構築等の人材戦略の検討、策定した財務計画の
全社への進捗共有等、中長期的な成長を目指した基
盤作りが課題として挙げられている。危機管理につ
いては大・中・小規模共通して、知財管理やBCP
策定に関する課題が挙げられている。
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業種別高利益企業の成功要因のサマリー
「3.業種別による分析結果」のとおり、業種ごと

に分析報告書をテキストマイニングした結果をまと
めると、高利益率企業では、以下の「成功要因」が
想定される。

飲食業では、厳密な原価管理のもと、特色を持っ
た事業展開を行う。サービス業（飲食業を除く）で
は、顧客ニーズに対応したサービスを提供し、実績

を積み上げる。小売業では、理念や経営方針を軸と
した、地域に根付いた販促活動を行う。卸売業では、
即戦力となる人材を獲得し、顧客及び取引先からの
信頼を得る。製造業・建設業・運輸業・その他では、
人材採用及び人材定着率向上に向けた取り組みを行
い、経営体制を構築する。これらの成功要因が示唆
として得られた。

図表　区分別｜企業規模別の傾向のサマリー

図表　業種別｜高利益企業の成功要因のサマリー





利用企業へのアンケート調査結果
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1 調査の目的と概要

（1）調査目的

東京都産業労働局と都内中小企業支援機関からなる「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス実行委員会」
では、都内の中小企業経営者に対して「気づき」を促すことを目的とする経営分析及び課題解決や中長期的な
成長をサポートするための専門家派遣（アシストコース・アドバンスコース）等の各種支援を実施している。

本アンケート調査では、「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析（アシストコース含む）
による効果や利用企業の満足度等を把握するため、同事業を利用した中小企業を対象に郵送調査を実施した。
また、アドバンスコースについては利用者数が少ないため、参考情報として個別に調査をおこなった。

（2）調査の実施概要

本調査では今年度調査として、2023年度の下半期および2024年度の上半期に「中小企業活力向上プロジェ
クトアドバンス」の経営分析を利用した企業1465社を対象にアンケート調査を実施し、375社（回収率
25.6％）から回答を得た。また、参考情報としてアドバンスコースを利用中の企業204社を対象に調査を実
施し、123社（回収率60.3％）から回答を得た。また、本書は3年間の集大成として作成していることから、
過年度分のアンケート調査結果も合わせて3年間の結果としてまとめている。

ⅠⅠ 調査概要 調査概要

（注）次ページ以降の図表の構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ず100とはならない。

アンケート調査の実施概要
今年度（2024年度）調査

経営分析（アシストコース含む）
■実施方法：郵送調査法
■調査対象： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析

を受けた企業1465社
（2023年10月1日～ 2024年9月30日）

■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析
の利用理由、利用による効果、分析を通じて提案された
経営課題解決策（中小企業支援施策）の利用状況　等

■実施時期：2024年12月4日～ 2025年1月10日
■回 収 数：375社（回収率25.6％）

アドバンスコース
■実施方法：郵送もしくは訪問調査法
■調査対象： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」のアドバン

スコースを実施中の企業204社
（2024年4月1日～ 2024年12月31日）

■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」のアドバン
スコースの利用による効果、中小企業支援施策の利用状
況、業績変化　等

■実施時期：2024年12月1日～ 2025年1月17日
■回 収 数：123社（回収率60.3％）

2023年度調査
経営分析（アシストコース含む）
■実施方法：郵送調査法
■調査対象： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析

を受けた企業1300社
（2022年10月1日～ 2023年9月30日）

■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析
の利用理由、利用による効果、分析を通じて提案された
経営課題解決策（中小企業支援施策）の利用状況　等

■実施時期：2023年12月4日～ 2024年1月10日
■回 収 数：321社（回収率24.7％）

アドバンスコース
■実施方法：郵送もしくは訪問調査法
■調査対象： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」のアドバン

スコースを実施中の企業172社
（2023年4月1日～ 2023年12月31日）

■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」のアドバン
スコースの利用による効果、中小企業支援施策の利用状
況、業績変化　等

■実施時期：2023年12月1日～ 2024年1月22日
■回 収 数：71社（回収率41.3％）

2022年度調査
経営分析（アシストコース含む）
■実施方法：郵送調査法
■調査対象： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析

を受けた企業983社
（2022年4月1日～ 2022年9月30日）

■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析
の利用理由、利用による効果、分析を通じて提案された
経営課題解決策（中小企業支援施策）の利用状況　等

■実施時期：2022年12月7日～ 2023年1月6日
■回 収 数：306社（回収率31.1％）

アドバンスコース
■実施方法：郵送もしくは訪問調査法
■調査対象： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」のアドバン

スコースを実施中の企業140社
（2022年4月1日～ 2022年12月31日）

■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」のアドバン
スコースの利用による効果、中小企業支援施策の利用状
況、業績変化　等

■実施時期：2022年12月7日～ 2023年1月23日
■回 収 数：68社（回収率48.6％）
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1 回答者属性

2 利用理由

利用企業の業種をみると、2024年度は「サービス業（27.5％）」が最も多く、年々増加する傾向にある。
次いで「卸売業（18.4％）」、「製造業（18.1％）」の割合が高くなっている。従業員規模では、従業員5名以
下が3年通して7割前後と半数を超え、20名以下で見ると全体の8割以上を占めており、大半が小規模事業
者の利用といえる。

経営分析を利用した理由を尋ねたところ、本事業の利用が要件となっている「展示会出展助成事業（助成金）
の申請目的のため」が3年通して最も多いが、2024年度はその比率が25.3％まで下がり、一方で「自社の
経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと考えたため」が23.5％と増えている。

当事業が狙う「気づきを促し、課題解決へつなげる」という目的に合致した、当事業の中核である「経営分
析」自体のニーズが着実に増えてきていることがうかがえる。

ⅡⅡ 調査結果 調査結果

3.5 

5.6 

4.6 

18.1 

22.4 

24.8 

18.4 

12.1 

21.9 

4.3 

6.9 

4.6 

12.3 

11.5 

11.8 

5.3 

6.2 

3.9 

27.5 

25.5 

21.6 

6.7 

6.9 

4.6 

4.0 

2.8 

2.3 

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種

建設業 製造業 卸売業 運輸業・情報通信業

小売業 飲食業 サービス業 その他 無回答

5名以下 6～20名 21～50名

51～100名 101名以上 無回答

70.4 

71.3 

68.0 

14.4 

17.1 

18.3 

5.6 

5.0 

4.2 

1.9 

0.9 

1.3 

0.5 

0.3 

2.0 

7.2 

5.3 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員数

利用理由

11.5 

11.5 

10.8 

23.5 

19.6 

16.0 

10.9 

14.3 

14.7 

5.1 

6.2 

6.9 

10.9 

9.3 

9.2 

25.3 

31.5 

31.4 

2.7 

1.2 

1.0 

1.3 

1.6 

2.3 

8.8 

4.7 

7.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2024年（n=375)

2023年（n=321)

2022年（n=306)

経営に関する漠然とした悩みがあり、相談相手が欲しいと考えたため 自社の経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと考えたため

経営課題を解決する具体的な方法を知りたいと思ったため 公的機関の中小企業支援施策の利用についてアドバイスを得たいと考えたため

専門家による効果的な実行支援を受けたいと思ったため 展示会出展助成事業（助成金）の申請目的のため

アシストコース等の長期的な支援を受ける前提のため その他

無回答
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経営分析を受診し、アシストコースの利用に進ん
だ企業は、2024年度は回答者のうち47.2％となっ
ており、3年通しても回答者の5割弱が具体的な課
題解決支援や事業計画の策定支援を求めて利用して
いたことがうかがえる。

経営分析で得られた効果を尋ねると、「専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことがで
きた」が3年通して最も高く、次いで「チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観的に見直すことが
できた」となっている。また、「経営課題の解決に向けて、今後どのような取り組みをすればよいか明確になっ
た」も3番目に多い。

チェックシートを用いた自己チェックによる「気づき」と、第三者からの客観的な「気づき」の効果から、
具体的な取り組みの方向性が明確化されたのではないかと推察される。

経営分析後、「提案に基づき行動を起こした」企
業は2024年度は75.2％にのぼり、「特に何にも取
り組んでいない」企業は21.1％で、3年通して同
様の結果となっている。多くの企業で提案後に何か
しらの具体的な改善行動を起こしていたことがわか
る。経営分析から課題抽出がおこなわれ、その後、
具体的な課題解決へ向けた取り組みに結びついてい
ることがうかがえる。

また、取り組みの内容は、「顧客や販路の新規開拓・拡大／営業・売込強化（12.8％）」「展示会開催・出展・
準備／展示方法の考案・改善（9.9％）」といった販路開拓に関するものが多かった。

3 利用した事業の内容と支援により得られた効果

4 経営分析後の具体的な行動と取り組み内容

アシストコースの利用割合

47.2 

41.7 

46.7 

49.3 

55.8 

49.3 

3.5 

2.5 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

アシストコースを利用した 利用しなかった 無回答

得られた効果（MA）
62.4 62.4 

45.9 45.9 

40.0 40.0 

29.9 29.9 

27.7 27.7 

15.7 15.7 

8.3 8.3 

1.6 1.6 

2.7 2.7 

11.5 11.5 

54.8 54.8 

42.7 42.7 

36.4 36.4 

27.4 27.4 

28.0 28.0 

15.6 15.6 

5.6 5.6 

0.9 0.9 

2.2 2.2 

17.8 17.8 

59.5 59.5 

40.2 40.2 

39.5 39.5 

25.2 25.2 

32.7 32.7 

14.4 14.4 

4.6 4.6 

1.3 1.3 

3.3 3.3 

11.1 11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことができた

チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観的に見直すことができた

経営課題の解決に向けて、今後どのような取組みをすればよいかが明確になった

有償のコンサルを受けることは資金的に厳しかったが、財政的な心配なく取り組むことができた

補助金・助成金や各種中小企業支援施策などを知ることができた

経営者もしくは従業員のモチベーションが高まった

売上高や利益率を向上させることができた（販売単価アップ、コスト削減等）

パート社員も含め、新たな人材の確保が期待できるようになった

その他

無回答ｘ

2024年（n=375)

2023年（n=321)

2022年（n=306)

経営分析後の行動

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

提案に基づき行動を起こした 特に何にも取り組んでいない 無回答

75.2 

73.5 

77.5 

21.1 

23.1 

18.6 

3.7 

3.4 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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一方で、取り組まなかった事業者に、取り組んでいない理由について尋ねると、「時間がなかった・多忙だっ
たため（17.7％）」が最も多く、次いで、「今後取り組む予定／検討中／準備中（12.7％）」となっている。
取り組む意思はあるもののなかなか時間が取れない事業者も多かったのではないかと思われる。

取り組み内容 （MA)

顧客や販路の新規開拓・拡大／営業・売込強化

展示会開催・出展・準備／展示方法の考案・改善

料金・単価・原価・利益率の見直し／売上の把握・分析

ホームページ等営業資料を作成・刷新・発信

事業（内容、領域）の策定・整理・見直し

ネット（SNS 等）での広告や情報発信を開始・刷新・強化

広告（チラシ・DM・POP 等）を作成・刷新・強化・配布

助成金や補助金の活用・申請・申請準備

システム・制度・仕組みの作成や見直し

人事の見直し・強化／人材の増員・削減

新製品開発／新サービス開始／新規事業の立ち上げ

資金調達／財務基盤の強化／財務内容の把握・見直し・改善

市場調査の実施／ターゲット層の見直し・明確化

外観・内装・備品・商品・メニューの見直し

諸計画の作成・見直し・実行／目標の設定

経営理念や営業方針等の明確化・見直し・共有・管理

組織づくり／組織改革／社内体制整備・強化

社内 IT 化・DX 化／ IT の導入／ IT の強化

ネットショップや EC サイトや通販の開設・刷新・強化

外部組織との連携・ネットワークの強化／外注化

会議やミーティングの実行・活用

現状や課題の明確化・対策案の策定

自己や従業員のやる気・意識・コミュニケーションの強化

設備投資／設備変更

諸経費の見直し・削減／無駄の削減

各種支援への申請・申請準備／組合への参加

各種情報収集・調査・分析

自社の強み・付加価値・ブランド力の把握や強化

仕入れや輸入の開拓・準備・強化・多角化・明確化

顧客の管理やフォローの改善・見直し

事業承継／世代交代の準備

自己や従業員の教育・スキルアップ・資格取得

将来計画／会社の未来についての話し合い

その他

12.8 

9.9 

9.6 

9.2 

8.5 

6.7 

6.4 

5.3 

5.0 

4.6 

3.9 

3.9 

3.5 

3.5 

3.5 

3.2 

2.8 

2.5 

2.1 

1.8 

1.8 

1.4 

1.4 

1.1 

1.1 

1.1 

0.7 

0.4 

0.4 

3.5 

16.9 

12.3 

3.4 

8.5 

2.1 

9.7 

6.8 

7.6 

3.0 

7.2 

3.0 

5.5 

1.7 

3.4 

8.9 8.9 

1.3 

1.3 

4.2 

1.3 

2.1 

0.8 

1.3 

0.8 

0.8 

3.8 

1.3 

0.8 

2.1 

0.8 

2.5 

0.8 

5.5 

5.9 

15.2 

7.2 

12.2 

5.9 

5.1 

11.8 

3.0 

4.2 

7.2 

4.6 

1.7 

1.3 

5.9 

1.3 

0.8 

2.1 

1.7 

2.1 

2.1 

1.3 

2.1 

0.8 

2.1 

1.3 

1.7 

0.8 

1.3 

3.0 

0.8 

3.4 

0% 10% 20% 30%

2024年（n=282)

2023年（n=236)

2022年（n=237)

17.7 17.7 

12.7 

6.3 

6.3 

6.3 

5.1 

5.1 

3.8 

2.5 

2.5 

2.5 

2.5 

2.5 

1.3 

17.6 17.6 

6.8 

2.7 

1.4 

4.1 

1.4 

4.1 

1.4 

4.1 

1.4 

1.4 

2.7 

1.4 

1.4 

1.4 

4.1 

14.0 

17.5 17.5 

3.5 

1.8 

3.5 

7.0 

5.3 

3.5 

1.8 

1.8 

1.8 

0% 10% 20% 30%

2024年（n=79)

2023年（n=74)

2022年（n=57)

取り組まなかった理由（MA）

時間がなかった・多忙だったため

今後取り組む予定／検討中／準備中

人手が足りないため

お金がかかるため

必要ない・役に立たないと判断したため

新しい案が得られなかったため

支援途中のため／途中で支援が終了したため

提案の理解を組織から得られないため

難しい・時間のかかるものだったため

具体的な案・方法がわからないため

展示会に出展しなかったため

補助金・助成金申請が出来なかったため

補助金・助成金申請を断られたため

補助金・助成金申請が目的だったため

体調不良のため

高齢のため

効果が不明なため

期待した改善案に至らなかったため
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中小企業支援施策の利用については、2024年度
は37.6％の企業が「提案された施策を利用した」
と回答しているが、2022年度は51.0％と半数以
上で利用されており、年々施策の利用率が下がって
きていることがわかる。

具体的な上位利用施策を見ると、「展示会出展助
成事業（32.6％）」が最も多いが、年々割合が減少
している。

5 中小企業支援施策の利用状況

施策を利用しなかった回答者の理由としては「現
在、申請を検討中である」が3年通して5割弱と最
も多いため、施策自体の利用ニーズがあることはう
かがえ、今後の利用に期待ができる。一方それ以外
では「その他」が多く、詳細を確認すると「提案を
受けなかった」という記述も散見されるため、当事
業の重要な役割の一つでもある「施策の紹介」機能
の充実のためにも、積極的な提案についてはさらに
強化していきたい。

項目別の利用施策でも、「展示会出展助成事業」や「アシストコース」等の「中小企業活力向上プロジェク
トアドバンスに係る支援（64.5％）」が最も多く、利用率はほぼ横ばいであるが、次いで多い「補助金・助成金・
制度融資等による資金的な支援（24.1％）」は利用率が前年度に比べて大きく下がっている。

施策の利用

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

利用した 利用しなかった 無回答

37.6 

42.4 

51.0 

54.9 

49.8 

41.5 

7.5 

7.8 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上位利用施策（上位10位）（MA) 利用施策（項目別）（MA）
32.6 32.6 

27.7 

17.7 

10.6 10.6 

9.9 

9.2 

7.1 

6.4 

4.3 

3.5 

34.6 34.6 

25.0 

15.4 15.4 

6.6 

9.6 

23.5 

2.2 

5.1 

0.0 

2.2 

36.5 36.5 

22.4 

9.0 

6.4 

7.7 

21.2 

1.9 

6.4 

0.6 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

展示会出展助成事業

アシストコース

アドバンスコース

商工会・商工会議所の専門窓口相談

専門家派遣（エキスパートバンク）

小規模事業者持続化補助金

マル経融資

専門家派遣事業

商工会・商工会議所のビジネス
マッチング・異業種交流会

中小企業活力向上プロジェクト
アドバンスに係る支援

補助金・助成金・制度融資
による資金的な支援

新たな販路開拓に向けた
機会の提供による支援

従業員教育等、人的資源の
スキル向上を図る支援

新型コロナウイルス
感染症対策の支援援

専門家による具体的な支援

無回答ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金

64.5 

24.1 

22.0 

9.9 

0.0 

6.4 

65.4 

38.2 

15.4 15.4 

5.1 

0.7 

3.7 

59.6 

27.6 

14.1 14.1 

7.7 

0.6 

14.1 14.1 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年（n=141)

2023年（n=136)

2022年（n=156)

2024年（n=141)

2023年（n=136)

2022年（n=156)

施策を利用しなかった理由

2024年
（n=206)

2023年
（n=160)

2022年
（n=127)

48.1 

47.5 

48.8 

6.3 

8.1 

4.7 

12.6 

11.3 

14.2 

6.3 

12.5 

7.1 

24.3 

18.8 

21.3 

2.4 

1.9 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、申請を検討中である 提案された支援施策が自社の経営課題の
解決に役立たないと思われたため

申請等にかかる手間を考えると、
利用するメリットが小さいと考えたため

提案された支援施策を利用するまでの
手続きがわかりにくかったため

その他 無回答
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【経営分析について】

5段階評価で尋ねた当プロジェクトの支援に関する満足度評価については、総合評価をはじめ、経営分析の
各プロセスでそれぞれ高い評価が得られている。

具体的には、総合評価（支援全体の総合的な評価としては総じてよかった）では、「そう思う」の5と4の「良
い評価」が約8割を占めており、総じて高い満足度となっている。

個別項目の「良い評価（5＋4）」についても、2024年度は、親身な対応（経営指導員は親身になって相談
に乗ってくれた）は90.1％、チェックシート（チェックシートは自社の経営課題を把握するのに役立った）は
78.4％、課題の指摘（中小企業診断士は自社の抱える本質的な経営課題を指摘してくれた）は80.0％、具体
策の提案（中小企業診断士は、経営課題の解決に役立つ具体的な提案をしてくれた）は74.9％、施策の紹介（経
営指導員・中小企業診断士は課題解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた）は76.8％となっており、
いずれの項目でも高い評価となっている。「気づき」の入口にもなる親身な相談対応から課題の指摘、そして
具体的な対策の提案と施策の紹介で、利用者からも事業スキーム自体が高く評価されていることがうかがえる。

6 支援の満足度について

支援全体の総合的な評価としては総じてよかった 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）は
親身になって相談に乗ってくれた

提出された分析報告書も含め、中小企業診断士は、
自社の抱える本質的な経営課題を指摘してくれた

商工会・商工会議所の職員（経営指導員）・中小企業診断士は、
経営課題の解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた

経営分析を受ける前に記入した「中小企業活力向上チェックシート」は、
自社の経営課題を把握するのに役立った

提出された分析報告書も含め、中小企業診断士は、
経営課題の解決に役立つ具体的な提案をしてくれた

52.0 

45.2 

52.3 

27.5 

35.8 

31.7 

13.1 

13.1 

9.5 

1.1 

1.2 

1.6 

1.1 

0.3 

0.0 

5.3 

4.4 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

66.9 

59.8 

66.3 

23.2 

27.4 

21.6 

5.1 

7.8 

8.5 

0.5 

1.6 

1.6 

0.8 

0.3 

0.0 

3.5 

3.1 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

38.4 

36.8 

42.2 

40.0 

37.1 

35.0 

14.7 

19.3 

18.6 

2.7 

3.4 

1.0 

0.8 

0.3 

0.7 

3.5 

3.1 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

43.7 

42.4 

48.0 

31.2 

32.4 

29.4 

15.2 

16.5 

16.7 

2.9 

5.0 

2.9 

2.1 

0.6 

0.7 

4.8 

3.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

46.1 

39.9 

49.0 

33.9 

36.8 

32.0 

10.9 

15.0 

14.1 

2.7 

3.7 

2.0 

2.1 

1.2 

0.7 

4.3 

3.4 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

44.5 

38.3 

46.7 

32.3 

32.1 

32.0 

14.4 

22.4 

15.0 

2.4 

1.9 

2.9 

1.6 

1.9 

0.7 

4.8 

3.4 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=375)

2023年
（n=321)

2022年
（n=306)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない
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【アシストコースについて】

アシストコースの「良い評価（5＋4）」についても、3年間で大きな変化はなく、高評価を継続している。
2024年度は、コーディネーター（コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適なディ
レクターを選定してくれた）に対しては72.9％、ディレクター（選定されたディレクター等の専門家は、支
援にあたって専門性が高く、当社の成長に役立った）に対しては73.5％となっている。また、事業計画書（事
業計画書の内容は満足できるものであった）は61.6％の回答者に評価されている。なお、事業計画書はアシ
ストコースのすべての利用者が対象となるとは限らないため、無回答が26.0％あり、作成された利用者に限
ればもっと多くの割合で満足されていたことが想定される。

当プロジェクトについて、「満足だった点（自由記入）」を確認したころ、幅広い内容でご回答いただいてい
るが、その中でも「親身な・話しやすい対応だった」が3年通して最も高く（2024年度：10.4％）なって
いることから、経営指導員および中小企業診断士の対応力が最も満足度に貢献していることがうかがえる。

次いで「第三者からの客観的な分析・提案・指導がよかった（2024年度：7.5％）」「提案や指導が的確・
現実的だった（2024年度：6.9％）」と続いていることから、当事業を担う中小企業診断士の対応力が評価さ
れ、当プロジェクトの重要な要素である中小企業診断士による経営分析が利用者から満足を得られていること
がうかがえる。

7 事業の評価と課題

コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適な
ディレクターを選定してくれた（アシストコースを利用した方のみ）

選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が高く、
当社の成長に役立った（アシストコースを利用した方のみ）

事業計画書の内容は満足できるものであった
（アシストコースを利用した方のみ）

2024年
（n=177)

2023年
（n=134)

2022年
（n=143)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

2024年
（n=177)

2023年
（n=134)

2022年
（n=143)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

53.7 

52.2 

53.1 

19.2 

20.9 

22.4 

8.5 

10.4 

7.7 

1.7 

0.7 

0.7 

1.7 

0.0 

0.0 

15.3 

15.7 

16.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50.3 

47.0 

51.7 

23.2 

26.1 

23.1 

11.9 

11.9 

11.9 

2.3 

1.5 

0.7 

2.8 

1.5 

0.7 

9.6 

11.9 

11.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=177)

2023年
（n=134)

2022年
（n=143)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

43.5 

41.0 

42.0 

18.1 

26.1 

16.1 

9.0 

6.0 

9.1 

2.3 

0.0 

0.0 

1.1 

0.7 

0.0 

26.0 

26.1 

32.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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一方で、不満だった点を尋ねると、「特にない（51.5％）」が半数以上を占めており、それ以外を見ても、「支
援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい（12.0％）」や「継続的に訪問する
など、取り組みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい（9.3％）」「アドバイスにとどまらず、実際に
実行にあたって一緒になって支援し欲しい（9.1％）」といった、経営改善に向けての前向きな不満が大半を
占める結果となっている。

満足だった点（上位10位）（MA)
10.4 

7.5 

6.9 

5.3 

5.1 

5.1 

4.5 

4.3 4.3 

3.5 3.5 

3.2 

2.7 

10.6 

5.0 

2.2 

9.0 9.0 

6.2 

4.4 4.4 

5.0 

9.0 9.0 

2.5 

4.7 4.7 

4.4 4.4 

9.8 

2.0 

1.6 

5.2 

7.8 

1.3 

1.3 

4.2 4.2 

2.3 

3.6 3.6 

6.2 

0% 5% 10% 15% 20%

2024年（n=375)

2023年（n=321)

2022年（n=306)

親身な・話しやすい対応だった

第三者からの客観的な分析・提案・指導が良かった

提案や指導が的確・現実的だった

課題・問題点・長所・短所が明確になった

（客観的に）自社を見直せた・現状を把握できた

専門家の視点からの（専門的な）分析・提案・指導が良かった

提案や指導が具体的・事細かだった

役立った／有益だった

自身や従業員の意識・やる気・自信が向上した

自社の方向性・やるべき事・解決策が明確になった

良い効果・結果を得られた

不満だった点
51.5 51.5 

12.0 12.0 

9.3 

9.1 

1.6 

8.3 

19.2 

56.1 56.1 

10.3 

10.3 

7.8 

3.7 

5.0 

18.1 

55.2 55.2 

10.1 

9.8 

8.5 

2.0 

5.2 

17.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年（n=375)

2023年（n=321)

2022年（n=306)

特にない

支援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい

継続的に訪問するなど、取り組みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい

アドバイスにとどまらず、実際に実行にあたって一緒になって支援をして欲しい

専門家の訪問回数を増やして欲しい

その他

無回答
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利用企業の業種をみると、3年通して「サービス業（2024年度：31.1％）」が最も高く、次いで「製造業（2024
年度：21.3％）」、「小売業（2024年度：20.5％）」となっている。

従業員規模では、3年通して従業員5名以下が7割を超え（2024年度：73.8％）、20名以下で見ると全体
の9割超（2024年度：91.8％）を占め、経営分析同様に大半が小規模事業者の利用となっている。

財務状況については、売上高では1千万円未満の企業が年々増加しており、2024年度は36.9％と最も高
くなっている。売上総利益では1千万円以上1億円未満が3年通して最も高く（2024年度：33.6％）なって
いる。経常利益においては百万円以上1千万円未満が同様に3年通して最も多く（2024年度：29.5％）、赤
字と回答した企業も2割前後（2024年度：21.3％）となっている。

アドバンスコースについては、そもそもの利用企業数が少なく、統計の母数が少ないため、参考情報として
提示したい。

1 回答者属性

ⅢⅢ 参考情報 参考情報（アドバンスコースの調査結果）（アドバンスコースの調査結果）

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

業種

建設業 製造業 卸売業 運輸業・情報通信業

小売業 飲食業 サービス業 その他

4.1 

8.5 

1.5 

21.3 

21.1 

23.5 

6.6 

15.5 

7.4 

2.5 

1.4 

5.9 

20.5 

15.5 

23.5 

6.6 

7.0 

7.4 

31.1 

26.8 

27.9 

7.4 

4.2 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

従業員数

5名以下 6～20名 21～50名

51～100名 101名以上 無回答

73.8 

76.1 

72.1 

18.0 

16.9 

25.0 

4.9 

5.6 

1.5 

0.8 

1.4 

0.0 

0.8 

0.0 

0.0 

1.6 

0.0 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

売上高 売上総利益

10000千円未満 10000千円以上

100000千円以上 無回答

0千円未満 2000千円未満

10000千円以上 100000千円以上

2000千円以上

無回答

36.9 

33.8 

32.4 

27.9 

36.6 

47.1 

23.8 

28.2 

19.1 

11.5 

1.4 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2.5 

1.4 

2.9 

11.5 

16.9 

11.8 

22.1 

23.9 

30.9 

33.6 

40.8 

36.8 

9.0 

8.5 

7.4 

21.3 

8.5 

10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0千円未満 0千円以上

10000千円以上 無回答

1000千円以上

経常利益

21.3 

22.5 

16.2 

17.2 

22.5 

23.5 

29.5 

28.2 

35.3 

9.0 

11.3 

11.8 

23.0 

15.5 

13.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参 

考 

情 

報 
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2 支援の満足度

3 中小企業支援施策の利用状況

アドバンスコースの「良い評価（5＋4）」は、総合評価（支援の総合的な評価としては総じてよかった）（2024
年度：95.9％）、コーディネーター（コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適なディ
レクターを選定してくれた）（2024年度：97.6％）、ディレクター（選定されたディレクター等の専門家は、
支援にあたって専門性が高く、当社の成長に役立った）（2024年度：95.1％）の全てにおいて3年通して
100％近く、いずれも経営分析の満足度よりもさらに高い。事業者に寄り添った密な支援については高い満
足を得られていることがわかる。

施策の利用状況では、3年通して「小規模事業者持続化補助金」（2024年度：27.0％）と多く、次いで「ア
シストコース」（2024年度：25.4％）となっている。

項目別の利用施策では「補助金・助成金・制度融資等による資金的な支援」（2024年度：45.9％）、次いで、
「中小企業活力向上プロジェクトアドバンスに係る支援」（2024年度：44.3％）が多くなっている。

支援全体の総合的な評価としては総じてよかった

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

76.2 

73.2 

89.7 

19.7 

25.4 

10.3 

2.5 

1.4 

0.0 

0.8 
0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.8 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、
課題解決に最適なディレクターを選定してくれた

選定されたディレクター等の専門家は、
支援にあたっての専門性が高く、当社の成長に役立った

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない 5 そう思う 4 3 2 無回答1 そうは思わない

74.6 

71.8 

83.8 

23.0 

23.9 

11.8 

2.5 

1.4 

1.5 

0.0 

1.4 

0.0 

0.0 
0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

73.8 

73.2 

88.2 

21.3 

25.4 

11.8 

2.5 

1.4 

0.0 

2.5 
0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上位利用施策（上位10位）（MA) 利用施策（項目別）（MA）
小規模事業者持続化補助金

アシストコース

アドバンスコース

商工会・商工会議所の専門窓口相談

専門家派遣（エキスパートバンク）

マル経融資

展示会出展助成事業

各種制度融資

日本政策金融公庫の各種融資

補助金・助成金・制度融資
による資金的な支援

中小企業活力向上プロジェクト
アドバンスに係る支援

専門家による具体的な支援

新たな販路開拓に向けた
機会の提供による支援

従業員教育等、人的資源の
スキル向上を図る支援

新型コロナウイルス
感染症対策の支援援

無回答商工会・商工会議所の
ビジネスマッチング・異業種交流会

27.0 27.0 

25.4 25.4 

21.3 

14.8 14.8 

9.8 

8.2 8.2 

7.4 7.4 

6.6 6.6 

6.6 6.6 

6.6 6.6 

36.6 36.6 

26.8 26.8 

12.7 

14.1 14.1 

9.9 

15.5 15.5 

8.5 8.5 

5.6 5.6 

5.6 5.6 

4.2 

29.4 

23.5 

14.7 14.7 

19.1 

8.8 

10.3 

5.9 5.9 

1.5 

2.9 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2024年（n=122)

2023年（n=71)

2022年（n=68)

45.9 

44.3 

22.1 

7.4 

0.8 

25.4 

60.6 

35.2 35.2 

22.5 

11.3 11.3 

4.2 

14.1 14.1 

44.1 

38.2 

26.5 

4.4 

2.9 

26.5 

16.2 16.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年（n=122)

2023年（n=71)

2022年（n=68)
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4 一連の支援を経た結果の業績変化
アドバンスコースを利用できる企業は、主に過年

度のプロジェクトでアシストコース等を利用し、事
業計画書の策定支援を受けている先である。

そこで、事業計画策定支援を受けた結果、業績の
変化がどうであったかを尋ねたところ、「売上また
は利益、もしくはその両方が増加した」と回答した
企業は3年通して7割に近い（2024年度：66.4％）
企業で業績改善が見られた。

業績変化

2024年
（n=122)

2023年
（n=71)

2022年
（n=68)

売上が増加 利益が増加 売上も利益も増加

変化なし 売上も利益も減少 無回答

25.4 

26.8 

29.4 

6.6 

9.9 

7.4 

34.4 

31.0 

26.5 

26.2 

26.8 

26.5 

4.9 

2.8 

1.5 

2.5 

2.8 

8.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参 

考 

情 

報 
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経営分析アンケート調査票（2024） 
 

※ ご回答頂いた内容が、貴社の支援を担当した経営指導員（商工会・商工会議所の職員）および中小企業診断士に知られることはございません。 
また、本アンケート結果は事業全体の改善のために用いるものであり、経営指導員や中小企業診断士の評価を目的としたものではありません。 

 

Ⅰ．貴社について 
 
貴社の業種 
（最も近いもの１つに○） 

１．建設業    ２．製造業  ３．卸売業   ４．運輸業・情報通信業   
５．小売業    ６．飲食業  ７．サービス業 ８．その他（       ） 

貴社の従業員数 （       ）人 ※役員、パート・アルバイトは従業員数に含みません 
 

Ⅱ．中小企業活力向上事業をご利用になった経緯について 
 
問１. 無料の経営分析については、なにでお知りになりましたか。（当てはまるもの全てに○） 
１．ホームページ ２．チラシ ３．セミナー ４．職員からの紹介 ５．その他（         ） 

 
問２. 貴社が「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析等を利用しようと思った理由に

ついて教えてください。（最も近いもの１１つつに○） 
１．経営に関する漠然とした悩みがあり、相談相手が欲しいと考えたため 

２．自社の経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと考えたため 

３．経営課題を解決する具体的な方法を知りたいと思ったため 

４．公的機関の中小企業支援施策の利用についてアドバイスを得たいと考えたため 

５．専門家による効果的な実行支援を受けたいと思ったため 

６．展示会出展助成事業（助成金）の申請目的のため 

７．アシストコース等の長期的な支援を受ける前提のため 

８．その他(                                ) 
 
Ⅲ．ご利用になった中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの内容について 

 
問３. 今年度アシストコースをご利用になられましたか。（1 つつに○） 
１．アシストコースを利用した   ２．利用しなかった 

 
問４. 支援を受けてどのような効果が得られましたか。（当てはまるもの全てに○） 
１．チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観的に見直すことができた 

２．専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことができた 

３．経営課題の解決に向けて、今後どのような取組みをすればよいかが明確になった 

４．有償のコンサルを受けることは資金的に厳しかったが、財政的な心配なく取り組むことができた 

５．売上高や利益率を向上させることができた(販売単価アップ、コスト削減等) 

６．経営者もしくは従業員のモチベーションが高まった 

７．パート社員も含め、新たな人材の確保が期待できるようになった 

８．補助金・助成金や各種中小企業支援施策などを知ることができた 

９．その他(                              ) 
 
Ⅳ．経営分析をきっかけとした具体的な行動について 

 
問５. 経営分析のなかで示された「貴社の課題等の改善に向けたご提案」に基づき、何か行動を起こし

ましたか。（１１、、２２いいずずれれかかに○を付けて、詳詳細細を記載） 

１．提案に基づき行動を起こした（取組の内容は？                    ） 

２．特に何にも取り組んでいない（その理由は？                     ） 
 
Ⅴ．経営分析をきっかけとしたその後の中小企業支援施策の利用について 

 
問６. 中小企業活力向上事業の経営分析では、様々な支援機関（国・地方自治体等）が提供している中

小企業支援施策の中から、貴社の経営課題の解決に役立つと思われるものを提案いたしました。

貴社では提案された中小企業支援施策を実際に利用しましたか（1 つつに○） 
１．利用した →問７へ      ２．利用しなかった →問８へ 

問７. 問６で「利用した」と回答した方にお伺いします。利用した支援施策はどのようなものでしたか。 
別紙（付属資料）の一覧表の中から、近い内容の番号を記載ください（当てはまるもの３つ記載） 

施策の番号 その他の施策の名称等 ※一覧表にない施策を利用の場合、わかる範囲で名称・内容をご記入ください 

    
 
問８. 問６で「利用しなかった」と回答した方にお伺いします。提案を受けた支援施策を利用しなかっ

たのはどうしてですか。（1 つつに○） 
１． 現在、申請を検討中である 

２．提案された支援施策が自社の経営課題の解決に役立たないと思われたため 

３．申請等にかかる手間を考えると、利用するメリットが小さいと考えたため 

４．提案された支援施策を利用するまでの手続きがわかりにくかったため 

５．その他 (                                   ) 
 
Ⅵ．中小企業活力向上プロジェクトアドバンスにおける支援の満足度について 

 
問９. 貴社が利用した中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの支援に関して、以下の記述はどの程

度当てはまりますか。（①～⑥のそれぞれについて、１～５のいずれか 1 つつに○） 

設問 
状況 

そう思う ⇔ そうは思わない 

①① 支支援援全全体体のの総総合合的的なな評評価価ととししててはは総総じじててよよかかっったた  ５５    ４４    ３３    ２２    １１  

② 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）は親身になって相談に乗

ってくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

③ 経営分析を受ける前に記入した「中小企業活力向上チェックシート」

は、自社の経営課題を把握するのに役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

④ 提出された分析報告書も含め、中小企業診断士は、自社の抱える本

質的な経営課題を指摘してくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑤ 提出された分析報告書も含め、中小企業診断士は、経営課題の解決

に役立つ具体的な提案をしてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑥ 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）・中小企業診断士は、経営

課題の解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

以下はアシストコースのご利用者（問 3 で１と回答された方）のみお答えください。 

⑦ コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適

なディレクターを選定してくれた。（コーディネーター不在の場合は無記入） 
５  ４  ３  ２  １ 

⑧ 選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が

高く、当社の成長に役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

⑨ 事業計画書の内容は満足できるものであった。（※作成された場合のみ） ５  ４  ３  ２  １ 

※コーディネーターとは課題の切り分けと適切な専門家を選定するために、貴社をサポートさせていただいた担当者で、ディレクター

とはコーディネーター等に選定されて、貴社の課題解決に具体的に支援をさせていただいた専門家を指します。  
Ⅶ．中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの改善に向けたご意見について 

 
問１０. 中小企業活力向上プロジェクトアドバンスに関して、満足だった点、不満だった点について、

ご記入ください。 

満足だった点 
 

不満だった点 

１．特にない 
２．専門家の訪問回数を増やして欲しい。 
３．アドバイスにとどまらず、実際に実行にあたって一緒になって支援をして欲しい。 
４．支援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい。 
５．継続的に訪問するなど、取り組みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい。 
６．その他（                              ） 

質質問問はは以以上上でですす。。おお忙忙ししいい中中ごご協協力力いいたただだきき、、誠誠ににあありりががととううごござざいいままししたた。。  
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経営分析アンケート調査票（2024） 
 

※ ご回答頂いた内容が、貴社の支援を担当した経営指導員（商工会・商工会議所の職員）および中小企業診断士に知られることはございません。 
また、本アンケート結果は事業全体の改善のために用いるものであり、経営指導員や中小企業診断士の評価を目的としたものではありません。 

 

Ⅰ．貴社について 
 
貴社の業種 
（最も近いもの１つに○） 

１．建設業    ２．製造業  ３．卸売業   ４．運輸業・情報通信業   
５．小売業    ６．飲食業  ７．サービス業 ８．その他（       ） 

貴社の従業員数 （       ）人 ※役員、パート・アルバイトは従業員数に含みません 
 

Ⅱ．中小企業活力向上事業をご利用になった経緯について 
 
問１. 無料の経営分析については、なにでお知りになりましたか。（当てはまるもの全てに○） 
１．ホームページ ２．チラシ ３．セミナー ４．職員からの紹介 ５．その他（         ） 

 
問２. 貴社が「中小企業活力向上プロジェクトアドバンス」の経営分析等を利用しようと思った理由に

ついて教えてください。（最も近いもの１１つつに○） 
１．経営に関する漠然とした悩みがあり、相談相手が欲しいと考えたため 

２．自社の経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと考えたため 

３．経営課題を解決する具体的な方法を知りたいと思ったため 

４．公的機関の中小企業支援施策の利用についてアドバイスを得たいと考えたため 

５．専門家による効果的な実行支援を受けたいと思ったため 

６．展示会出展助成事業（助成金）の申請目的のため 

７．アシストコース等の長期的な支援を受ける前提のため 

８．その他(                                ) 
 
Ⅲ．ご利用になった中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの内容について 

 
問３. 今年度アシストコースをご利用になられましたか。（1 つつに○） 
１．アシストコースを利用した   ２．利用しなかった 

 
問４. 支援を受けてどのような効果が得られましたか。（当てはまるもの全てに○） 
１．チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観的に見直すことができた 

２．専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことができた 

３．経営課題の解決に向けて、今後どのような取組みをすればよいかが明確になった 

４．有償のコンサルを受けることは資金的に厳しかったが、財政的な心配なく取り組むことができた 

５．売上高や利益率を向上させることができた(販売単価アップ、コスト削減等) 

６．経営者もしくは従業員のモチベーションが高まった 

７．パート社員も含め、新たな人材の確保が期待できるようになった 

８．補助金・助成金や各種中小企業支援施策などを知ることができた 

９．その他(                              ) 
 
Ⅳ．経営分析をきっかけとした具体的な行動について 

 
問５. 経営分析のなかで示された「貴社の課題等の改善に向けたご提案」に基づき、何か行動を起こし

ましたか。（１１、、２２いいずずれれかかに○を付けて、詳詳細細を記載） 

１．提案に基づき行動を起こした（取組の内容は？                    ） 

２．特に何にも取り組んでいない（その理由は？                     ） 
 
Ⅴ．経営分析をきっかけとしたその後の中小企業支援施策の利用について 

 
問６. 中小企業活力向上事業の経営分析では、様々な支援機関（国・地方自治体等）が提供している中

小企業支援施策の中から、貴社の経営課題の解決に役立つと思われるものを提案いたしました。

貴社では提案された中小企業支援施策を実際に利用しましたか（1 つつに○） 
１．利用した →問７へ      ２．利用しなかった →問８へ 

問７. 問６で「利用した」と回答した方にお伺いします。利用した支援施策はどのようなものでしたか。 
別紙（付属資料）の一覧表の中から、近い内容の番号を記載ください（当てはまるもの３つ記載） 

施策の番号 その他の施策の名称等 ※一覧表にない施策を利用の場合、わかる範囲で名称・内容をご記入ください 

    
 
問８. 問６で「利用しなかった」と回答した方にお伺いします。提案を受けた支援施策を利用しなかっ

たのはどうしてですか。（1 つつに○） 
１． 現在、申請を検討中である 

２．提案された支援施策が自社の経営課題の解決に役立たないと思われたため 

３．申請等にかかる手間を考えると、利用するメリットが小さいと考えたため 

４．提案された支援施策を利用するまでの手続きがわかりにくかったため 

５．その他 (                                   ) 
 
Ⅵ．中小企業活力向上プロジェクトアドバンスにおける支援の満足度について 

 
問９. 貴社が利用した中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの支援に関して、以下の記述はどの程

度当てはまりますか。（①～⑥のそれぞれについて、１～５のいずれか 1 つつに○） 

設問 
状況 

そう思う ⇔ そうは思わない 

①① 支支援援全全体体のの総総合合的的なな評評価価ととししててはは総総じじててよよかかっったた  ５５    ４４    ３３    ２２    １１  

② 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）は親身になって相談に乗

ってくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

③ 経営分析を受ける前に記入した「中小企業活力向上チェックシート」

は、自社の経営課題を把握するのに役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

④ 提出された分析報告書も含め、中小企業診断士は、自社の抱える本

質的な経営課題を指摘してくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑤ 提出された分析報告書も含め、中小企業診断士は、経営課題の解決

に役立つ具体的な提案をしてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑥ 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）・中小企業診断士は、経営

課題の解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

以下はアシストコースのご利用者（問 3 で１と回答された方）のみお答えください。 

⑦ コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適

なディレクターを選定してくれた。（コーディネーター不在の場合は無記入） 
５  ４  ３  ２  １ 

⑧ 選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が

高く、当社の成長に役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

⑨ 事業計画書の内容は満足できるものであった。（※作成された場合のみ） ５  ４  ３  ２  １ 

※コーディネーターとは課題の切り分けと適切な専門家を選定するために、貴社をサポートさせていただいた担当者で、ディレクター

とはコーディネーター等に選定されて、貴社の課題解決に具体的に支援をさせていただいた専門家を指します。  
Ⅶ．中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの改善に向けたご意見について 

 
問１０. 中小企業活力向上プロジェクトアドバンスに関して、満足だった点、不満だった点について、

ご記入ください。 

満足だった点 
 

不満だった点 

１．特にない 
２．専門家の訪問回数を増やして欲しい。 
３．アドバイスにとどまらず、実際に実行にあたって一緒になって支援をして欲しい。 
４．支援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい。 
５．継続的に訪問するなど、取り組みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい。 
６．その他（                              ） 

質質問問はは以以上上でですす。。おお忙忙ししいい中中ごご協協力力いいたただだきき、、誠誠ににあありりががととううごござざいいままししたた。。  

参 

考 

資 

料 
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2024 年度 中小企業活力向上プロジェクトアドバンス 

【アドバンスコース】 アンケート調査票   記入日：    年   月   日  
 

Ⅰ．貴社について 
 
貴社の業種 
（最も近いもの１つに○） 

１．建設業    ２．製造業  ３．卸売業   ４．運輸業・情報通信業   
５．小売業    ６．飲食業  ７．サービス業 ８．その他（       ） 

貴社の従業員数 （       ）人 ※役員、パート・アルバイトは従業員数に含みません 

貴社の財務状況 売上高（    ）千円 ／ 売上総利益（    ）千円 ／ 経常利益（    ）千円 
※個人の場合は税引き前所得  

Ⅱ．ご利用になられた結果について 

問１. 貴社が利用した支援（アドバンスコース）に関して、以下の記述はどの程度当てはまりますか。 
（①～③のそれぞれについて、１～５のいずれか 1 つつに○） 

設問 
状況 

そう思う ⇔ そうは思わない 

①① 支支援援のの総総合合的的なな評評価価ととししててはは総総じじててよよかかっったた。。  ５５    ４４    ３３    ２２    １１  

② コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適

なディレクターを選定してくれた。（コーディネーター不在の場合は無記入） 
５  ４  ３  ２  １ 

③ 選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が

高く、当社の成長に役立った。 
５  ４  ３  ２  １ 

※コーディネーターとは課題の切り分けと適切な専門家を選定するために、貴社をサポートさせていただいた担当者で、ディレクターとはコーデ

ィネーター等に選定されて、貴社の課題解決に具体的に支援をさせていただいた専門家を指します。  
問２. 今回の支援を受けられた結果、どのような効果が得られましたか。ご自由にお書きください。 
 

 
 
問３. 当事業以外で、どのような施策を利用されましたか。別紙（付属資料）の一覧表の中から、近い内容の番

号を記載ください（当てはまるもの３つ記載） 
施策の番号 その他の施策の名称等 ※一覧表にない施策を利用の場合、わかる範囲で名称・内容をご記入ください 

    
 

Ⅲ．中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの支援後における貴社の業績、変化について 

問４. 一連の支援を受ける前（経営分析を受診する前）と比べて、貴社の業績はどうなりましたか。（1 つつに○） 
１．売上が増加 ２．利益が増加 ３．売上も利益も増加 ４．変化なし ５．売上も利益も減少 

 
問５. 支援後において、「従業員がやる気になった」など、貴社における変化についてご記入ください。 
 

 
Ⅳ．中小企業活力向上プロジェクトアドバンスの改善に向けたご意見について 

 
問６. 中小企業活力向上プロジェクトアドバンスに関してのご意見をご自由にご記入ください。 
 

 

 

質問は以上です。お忙しい中ご協力いただき、誠にありがとうございました。 
---------------------------------------------------------（事務局記載欄）--------------------------------------------------------- 

案件番号 ： No.（        ）   

担当団体名 ： （                 ） 商工会・商工会議所  

担当コーディネーター（もしくは経営指導員） ：                        
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主な中小企業支援施策一覧表 （2024） 
 

中小企業活力向上プロジェクトアドバンスに係る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
１１ アシストコース 

 
経営分析後の短期的な課題解決から、中長期的な課題解決ま

で、課題解決に適した専門家を貴社に最大 9 回まで派遣し、

事業計画の策定などを含めた実践的なサポートをおこないま

す。（同様の専門家派遣事業（エキスパートバンク等）は後述 43、44 に記載しています） 

商工会・商工会議所 

１２ アドバンスコース 
 

アシストコース等で事業計画を策定したのちに、新たな課題

への取組が必要となった場合に、課題解決に適した専門家を

貴社に最大 9 回（アシストコースを経由した場合は 5 回）ま

で派遣し、継続した実践的なサポートをおこないます。 

商工会・商工会議所 

１３ 展示会出展助成事業 販路拡大を目的とした、国内外展示会への出展・PR 等に要す

る経費の一部について 150 万円を上限に助成（助成率 2/3）する制

度です。 

東京都中小企業振興

公社 

１４ 制度融資 
（金利優遇） 

アシストコースの利用者が申請できる優遇制度です。（産業力強

化融資－チャレンジ） 
東京信用保証協会 

 

補助金・助成金・制度融資による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
２１ 新製品・新技術開発助成

事業 
実用化の見込みのある新製品・新技術の自社開発を行う都内

中小企業者等に対し、その研究開発経費を、1,500 万円を上

限に助成（助成率 1/2）する制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２２ 躍進的な事業推進のた

めの設備投資支援事業 
競争力・ゼロエミッション強化、DX 推進、後継者チャレン

ジに必要となる機械設備等の導入について、最大 3,000 万円

〜１億円の助成金（助成率 1/2 または 2/3）を受けられる制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２３ ものづくり・商業・サー

ビス生産性向上促進補

助金 

ものづくり・商業・サービスの分野における革新的な取組に

対し、750 万円～1 億円を上限に補助金（補助率 1/2 または 2/3）が受

けられる制度です。 

ものづくり補助金事

務局 

２４ 小規模事業者持続化補

助金 
小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開拓等の取

組に対し、原則 50 万円を上限に補助金（補助率 2/3）が受けられ

る制度です。 

全国商工会連合会、 
商工会議所地区補助

金事務局 
２５ 事業再構築補助金 新市場進出、事業・業態転換、事業再編、国内回帰等の事業

再構築の取組を支援する補助金です。補助上限額と補助率は

事業類型・企業規模・賃上げ率により異なります。 

事業再構築補助金事

務局 

２６ IT 導入補助金 業務効率化・売上アップを目的に自社の課題やニーズに合っ

た IT ツールを導入する経費の一部を補助するものです。上限

額は態様により 50～450 万円です。（補助率 1/2～3/4） 

IT 導入補助金事務局 

２７ マル経融資 商工会議所・商工会の経営指導を受けている小規模事業者が

無担保・保証人不要・低金利で融資を受けられる、国（日本政策

金融公庫）の公的融資制度です。 

商工会・商工会議所 

２８ 事業承継・引継ぎ補助金 事業承継・再編・統合を契機とする新たな取組について、原

則 600 万円を上限に補助金（補助率 1/2・2/3）を受けられる制度で

す。 

事業承継・引継ぎ補助

金事務局 

２９ 各種制度融資 東京都、各市区町村による利子補給を含む融資あっせん制度

です。（信用保証協会による保証要） 
東京都・市区町村 

３０ 日本政策金融公庫の各

種融資 
一般の金融機関が行う金融を補完することを目的に、小規

模・中小企業向けに、各種融資を実施しています。 
日本政策金融公庫 

 

新たな販路開拓に向けた機会の提供による支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
３１ 商工会・商工会議所のビ

ジネスマッチング・異業

種交流会 

商工会・商工会議所でおこなっている、新規取引先の開拓や

マーケティングに活用いただくための受発注商談会や異業種

交流会。 

商工会・商工会議所 

３２ 中小企業振興公社の異

業種交流会 
東京都中小企業振興公社では、「共同受注」や「新技術・新製

品開発」を目的として様々な業種の企業が集う異業種交流グ

ループを育成・支援しています。 

東京都中小企業振興

公社 

３３ 取引情報の提供、受発注

商談会 
インターネット上の情報公開や面談形式の商談会を通じて、

企業の特長に合った取引情報の提供の機会を提供します。 
東京都中小企業振興

公社  

３４ ニューマーケット開拓

支援事業 
「ビジネスナビゲータ」が中小企業の優秀な製品、高度な技

術力を商社・メーカー等に積極的に紹介することにより、 新
しい販路先の開拓を支援します。 

東京都中小企業振興

公社 

３５ 海外展開に関する各種

支援施策 
海外展開に関するセミナーや無料窓口相談、各種情報提供な

ど、各団体で様々な支援を実施しています。 
JETRO、商工会・商

工会議所、東京都中小

企業振興公社、他 
３６ 産学公連携相談窓口 大学や公的機関の持つ研究能力や知見、相談機能を広く活用

できるよう、東京商工会議所が連携研究機関との間を無料で

橋渡しする制度。東商を通じた相談により、連携する 57（2024

年 10 月現在）の研究機関へ一度に依頼することが可能です。 

東京商工会議所 

 

専門家による具体的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
４１ 商工会・商工会議所の専

門窓口相談 
経営指導員による一般経営相談の他、専門相談員（中小企業診断

士・税理士・公認会計士・弁護士・不動産鑑定士・ＩＴコンサルタント等）による窓

口相談です。 

商工会・商工会議所 

４２ 中小企業振興公社の総

合相談 
都内中小企業者の皆様からの経営相談について、一ヵ所で総

合的に対応する相談窓口です。 
東京都中小企業振興

公社 
４３ 専門家派遣 

(エキスパートバンク) 
小規模事業者の皆さんがお持ちの経営課題に適した登録エキ

スパート(専門家)を事業所に派遣、具体的・実践的なアドバ

イスにより問題の解決に役立てていただきます。（原則 3 回まで無

料） 

商工会・商工会議所 

４４ 専門家派遣事業 経営上の様々な課題を解決するため、専門家が企業の現場へ

出向いて支援します。（１回あたり１万数千円の費用負担があります） 
東京都中小企業振興

公社 
４５ 組合指導コンサルタン

ト事業 
組合の運営・管理をより的確に行いたい組合を対象として、

社会保険労務士・税理士等の専門家をコンサルタントとして

組合に派遣し、組合の活性化と自立化を図るためのアドバイ

スを行います。（組合の経費負担はなし） 

東京都中小企業団体

中央会 

４６ ミラサポ plus 公的機関の支援情報・支援施策（補助金・助成金など）、経営改善の

事例、経営のヒント等の情報を提供するサイトです。財務診

断や現状分析のツールもあります。 

中小企業庁 

 

従業員教育等、人的資源のスキル向上を図る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
５１ 講師派遣型研修 経営課題の解決に向け、自社で研修を行う場合に、企業の要

望を踏まえて研修メニューの提案及び講師の派遣（有料）を行

います。 

東京都中小企業振興

公社 

５２ 中小企業人財推進事業 人材定着・戦力化、組織活性化を目的として、専門家（人材ナビ

ゲータ）が人材戦略・育成計画の策定と運用、人事制度等の設

計・見直しに関するアドバイス等を行う、無料の伴走型支援

サービスです。 

東京都中小企業振興

公社 

５３ キャリアアップ助成金 非正規雇用の労働者の企業内でのキャリアアップ等を促進す

るため、正社員化や処遇改善の取組を実施した事業主に対し

て助成するものです。 

東京労働局 

５４ 中小企業人材スキルア

ップ支援事業 
中小企業等が行う従業員に対する職業訓練に係る経費につい

て助成を行います。「事業内スキルアップ」、「事業外スキルア

ップ」、「DX リスキリング」の 3 類型があります。 

東京しごと財団 

５５ 人材確保等支援助成金 企業の設備・機器の導入や体制づくりなどの取組を支援する

助成金です。「雇用管理制度助成コース」、「人事評価改善等助

成コース」、「テレワークコース」等、9 つの類型があります。 

東京労働局 

５６ テレワーク促進助成金 テレワークを導入する都内の中堅・中小企業等に対して、そ

の導入に必要な機器やソフトウェア等の経費を助成します。 
東京しごと財団 

      

※表に掲載した以外の補助金・助成金を含め、下記 QR コードから幅広くご覧いただけます。 

ぜひ、自社のニーズや状況に合った補助金・助成金を探してご活用ください。 

J-Net21 東京都中小企業振興公社 厚生労働省 東京しごと財団 
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主な中小企業支援施策一覧表 （2024） 
 

中小企業活力向上プロジェクトアドバンスに係る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
１１ アシストコース 

 
経営分析後の短期的な課題解決から、中長期的な課題解決ま

で、課題解決に適した専門家を貴社に最大 9 回まで派遣し、

事業計画の策定などを含めた実践的なサポートをおこないま

す。（同様の専門家派遣事業（エキスパートバンク等）は後述 43、44 に記載しています） 

商工会・商工会議所 

１２ アドバンスコース 
 

アシストコース等で事業計画を策定したのちに、新たな課題

への取組が必要となった場合に、課題解決に適した専門家を

貴社に最大 9 回（アシストコースを経由した場合は 5 回）ま

で派遣し、継続した実践的なサポートをおこないます。 

商工会・商工会議所 

１３ 展示会出展助成事業 販路拡大を目的とした、国内外展示会への出展・PR 等に要す

る経費の一部について 150 万円を上限に助成（助成率 2/3）する制

度です。 

東京都中小企業振興

公社 

１４ 制度融資 
（金利優遇） 

アシストコースの利用者が申請できる優遇制度です。（産業力強

化融資－チャレンジ） 
東京信用保証協会 

 

補助金・助成金・制度融資による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
２１ 新製品・新技術開発助成

事業 
実用化の見込みのある新製品・新技術の自社開発を行う都内

中小企業者等に対し、その研究開発経費を、1,500 万円を上

限に助成（助成率 1/2）する制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２２ 躍進的な事業推進のた

めの設備投資支援事業 
競争力・ゼロエミッション強化、DX 推進、後継者チャレン

ジに必要となる機械設備等の導入について、最大 3,000 万円

〜１億円の助成金（助成率 1/2 または 2/3）を受けられる制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２３ ものづくり・商業・サー

ビス生産性向上促進補

助金 

ものづくり・商業・サービスの分野における革新的な取組に

対し、750 万円～1 億円を上限に補助金（補助率 1/2 または 2/3）が受

けられる制度です。 

ものづくり補助金事

務局 

２４ 小規模事業者持続化補

助金 
小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開拓等の取

組に対し、原則 50 万円を上限に補助金（補助率 2/3）が受けられ

る制度です。 

全国商工会連合会、 
商工会議所地区補助

金事務局 
２５ 事業再構築補助金 新市場進出、事業・業態転換、事業再編、国内回帰等の事業

再構築の取組を支援する補助金です。補助上限額と補助率は

事業類型・企業規模・賃上げ率により異なります。 

事業再構築補助金事

務局 

２６ IT 導入補助金 業務効率化・売上アップを目的に自社の課題やニーズに合っ

た IT ツールを導入する経費の一部を補助するものです。上限

額は態様により 50～450 万円です。（補助率 1/2～3/4） 

IT 導入補助金事務局 

２７ マル経融資 商工会議所・商工会の経営指導を受けている小規模事業者が

無担保・保証人不要・低金利で融資を受けられる、国（日本政策

金融公庫）の公的融資制度です。 

商工会・商工会議所 

２８ 事業承継・引継ぎ補助金 事業承継・再編・統合を契機とする新たな取組について、原

則 600 万円を上限に補助金（補助率 1/2・2/3）を受けられる制度で

す。 

事業承継・引継ぎ補助

金事務局 

２９ 各種制度融資 東京都、各市区町村による利子補給を含む融資あっせん制度

です。（信用保証協会による保証要） 
東京都・市区町村 

３０ 日本政策金融公庫の各

種融資 
一般の金融機関が行う金融を補完することを目的に、小規

模・中小企業向けに、各種融資を実施しています。 
日本政策金融公庫 

 

新たな販路開拓に向けた機会の提供による支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
３１ 商工会・商工会議所のビ

ジネスマッチング・異業

種交流会 

商工会・商工会議所でおこなっている、新規取引先の開拓や

マーケティングに活用いただくための受発注商談会や異業種

交流会。 

商工会・商工会議所 

３２ 中小企業振興公社の異

業種交流会 
東京都中小企業振興公社では、「共同受注」や「新技術・新製

品開発」を目的として様々な業種の企業が集う異業種交流グ

ループを育成・支援しています。 

東京都中小企業振興

公社 

３３ 取引情報の提供、受発注

商談会 
インターネット上の情報公開や面談形式の商談会を通じて、

企業の特長に合った取引情報の提供の機会を提供します。 
東京都中小企業振興

公社  

３４ ニューマーケット開拓

支援事業 
「ビジネスナビゲータ」が中小企業の優秀な製品、高度な技

術力を商社・メーカー等に積極的に紹介することにより、 新
しい販路先の開拓を支援します。 

東京都中小企業振興

公社 

３５ 海外展開に関する各種

支援施策 
海外展開に関するセミナーや無料窓口相談、各種情報提供な

ど、各団体で様々な支援を実施しています。 
JETRO、商工会・商

工会議所、東京都中小

企業振興公社、他 
３６ 産学公連携相談窓口 大学や公的機関の持つ研究能力や知見、相談機能を広く活用

できるよう、東京商工会議所が連携研究機関との間を無料で

橋渡しする制度。東商を通じた相談により、連携する 57（2024

年 10 月現在）の研究機関へ一度に依頼することが可能です。 

東京商工会議所 

 

専門家による具体的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
４１ 商工会・商工会議所の専

門窓口相談 
経営指導員による一般経営相談の他、専門相談員（中小企業診断

士・税理士・公認会計士・弁護士・不動産鑑定士・ＩＴコンサルタント等）による窓

口相談です。 

商工会・商工会議所 

４２ 中小企業振興公社の総

合相談 
都内中小企業者の皆様からの経営相談について、一ヵ所で総

合的に対応する相談窓口です。 
東京都中小企業振興

公社 
４３ 専門家派遣 

(エキスパートバンク) 
小規模事業者の皆さんがお持ちの経営課題に適した登録エキ

スパート(専門家)を事業所に派遣、具体的・実践的なアドバ

イスにより問題の解決に役立てていただきます。（原則 3 回まで無

料） 

商工会・商工会議所 

４４ 専門家派遣事業 経営上の様々な課題を解決するため、専門家が企業の現場へ

出向いて支援します。（１回あたり１万数千円の費用負担があります） 
東京都中小企業振興

公社 
４５ 組合指導コンサルタン

ト事業 
組合の運営・管理をより的確に行いたい組合を対象として、

社会保険労務士・税理士等の専門家をコンサルタントとして

組合に派遣し、組合の活性化と自立化を図るためのアドバイ

スを行います。（組合の経費負担はなし） 

東京都中小企業団体

中央会 

４６ ミラサポ plus 公的機関の支援情報・支援施策（補助金・助成金など）、経営改善の

事例、経営のヒント等の情報を提供するサイトです。財務診

断や現状分析のツールもあります。 

中小企業庁 

 

従業員教育等、人的資源のスキル向上を図る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関 
５１ 講師派遣型研修 経営課題の解決に向け、自社で研修を行う場合に、企業の要

望を踏まえて研修メニューの提案及び講師の派遣（有料）を行

います。 

東京都中小企業振興

公社 

５２ 中小企業人財推進事業 人材定着・戦力化、組織活性化を目的として、専門家（人材ナビ

ゲータ）が人材戦略・育成計画の策定と運用、人事制度等の設

計・見直しに関するアドバイス等を行う、無料の伴走型支援

サービスです。 

東京都中小企業振興

公社 

５３ キャリアアップ助成金 非正規雇用の労働者の企業内でのキャリアアップ等を促進す

るため、正社員化や処遇改善の取組を実施した事業主に対し

て助成するものです。 

東京労働局 

５４ 中小企業人材スキルア

ップ支援事業 
中小企業等が行う従業員に対する職業訓練に係る経費につい

て助成を行います。「事業内スキルアップ」、「事業外スキルア

ップ」、「DX リスキリング」の 3 類型があります。 

東京しごと財団 

５５ 人材確保等支援助成金 企業の設備・機器の導入や体制づくりなどの取組を支援する

助成金です。「雇用管理制度助成コース」、「人事評価改善等助

成コース」、「テレワークコース」等、9 つの類型があります。 

東京労働局 

５６ テレワーク促進助成金 テレワークを導入する都内の中堅・中小企業等に対して、そ

の導入に必要な機器やソフトウェア等の経費を助成します。 
東京しごと財団 

      

※表に掲載した以外の補助金・助成金を含め、下記 QR コードから幅広くご覧いただけます。 

ぜひ、自社のニーズや状況に合った補助金・助成金を探してご活用ください。 

J-Net21 東京都中小企業振興公社 厚生労働省 東京しごと財団 
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支配人：渡邉智宣氏

新四季創造株式会社

賑わいを取り戻した新しい 「瀬音の湯」
～収益改善を実現するための組織改革と集客力向上戦略～

■企業概要
新四季創造株式会社（代表取締

役：中嶋博幸氏）はあきる野市に
ある温泉施設「秋川渓谷瀬音の湯」

（支配人：渡邉智宣氏）を経営し
ている。

浴槽からの大きな窓越しの風景
は、春は新緑、夏は深緑、秋は紅
葉、冬は雪景色で顧客を楽しませ、
湯の香とヌルヌルと柔らかい湯触
りが特徴の施設である。露天風呂
やサウナを備えた近代的な造りで、
木の椅子に木製風の桶と、昔なが
らの温泉のように楽しめる浴場設
備は多くのファンの心をつかんで
いる。温泉以外にも秋川渓谷と
深々とした山々に囲まれた眺望豊
かなレストランでのお食事と、東
京とは思えないほどの星空を満喫

できるコテージでの宿泊が魅力で
ある。レストランでは秋川のアユ
をはじめ、地元の食材をふんだん
に使用した多彩なメニューの料理
があり、直売所では地元の新鮮な
朝採り野菜を中心とした特産品を
販売する等、地域活性化に貢献し
ている。

■企業の悩み
満員の来場客で賑わっていた

「瀬音の湯」であったが、コロナ
禍に入ると温泉への来場者が極端
に減り、施設経営の収支はプラス
からマイナスに変わった。これま
での施設責任者（支配人）を含む
前経営陣の多くは退職し、渡邉氏
が新たな支配人として就任した。
就任前から経営に対する責任が不
明確で、財務管理を適切に行って

おらず、利益を生み出す収益体質
ではなかった。温泉部門は黒字で
あったが、飲食部門と宿泊部門が
赤字の状態であった。しかし部門
別の収支に着目することなく、コ
ロナ禍になってからようやく収支
の実態が判明した。パート従業員
が現場に精通する一方、正社員は
現場のことをわからない状況が長
年続いていた。また従業員は発生
した問題に対して場当たり的に動
く受動的な姿勢で、積極的な集客
策が実施されることもなく、顧客
を喜ばせることや顧客ニーズに対
する意識も低いものであった。

渡邉支配人は自力で事業の改善
に取り組んでいたが、悩みを相談
する機会は持てずにいたところ、
あきる野商工会から専門家による
経営分析を受けることができる本
プロジェクトを紹介された。

■導き出された課題
経営分析の結果、指摘された課

題は、①経営目標の設定と事業計
画の策定、②組織体制の改善、③
集客力向上の3点である。

これらの課題を解決するために
は、各部門の収益性や従業員の行
動を見える化したうえで、コスト
を意識した財務体質の改善、指揮
命令系統が明確な組織づくりや顧
客ニーズを踏まえた集客に取り組
む必要がある。そのために、数値
目標の浸透、全体最適になってい
ない組織体制の改善、生産性を高
めるための従業員の意識改革や社
員教育が求められる。また「瀬音

支
援
事
例
① 

DATA●新四季創造株式会社
創業年：2006年　従業員数：90人　業種： サービス業（温泉施設経営）
所在地：東京都あきる野市乙津565　URL：http://www.seotonoyu.jp/
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　上杉嘉邦／写真提供：秋川渓谷「瀬音の湯」
経営分析担当：古山文義氏／アシストコース・アドバンスコース担当（ディレクター）：古山文義氏／コーディネーター：城 裕昭氏／経営指導員：齊藤政幸氏（あきる野商工会）

の湯」が地域活性化の拠点となる
べき施設であるにも関わらず、集
客力が弱いため、従業員が顧客の
リピートにつながるような顧客
サービスに積極的に取り組むこと
も課題であった。渡邉氏は、これ
らの課題を解決するため、本プロ
ジェクトのアシストコースを受け
ることにした。

■実行支援
アシストコースを利用して、専

門家から具体的なアドバイスを受
けながら、問題解決に向けて取り
組んだ。

まずは、会社としての売上目標
や利益目標を根拠とともに全従業
員に説明し、意識改革を行った。
売上目標や利益目標から事業計画
を立て、温泉部門、飲食部門およ
び宿泊部門の事業ごとに、どのよ
うに経営していくか具体的な数値
目標を考えさせた。その一つが、
赤字であったレストラン事業の外
部委託化である。委託化を実現す
ると売上は減少したが、家賃収入
の確保が企業全体の収益改善に寄
与した。また、適正水準を超える
状態になっていた人件費をはじめ
経費全般を見直して、無駄な費用
の削減を行った。さらに従業員の
働き方の見直しや、就業規則の改
定等も進め、改善のための下地づ
くりを行った。その結果、従業員
は自発的に顧客サービスを行うよ
うになり、ハロウィンやクリスマ
スといったイベントや行事を年間
スケジュールとして組み入れて実
施することで、集客力向上につな
がった。当初は一部の従業員に反
発もあったが、今ではイルミネー

ションの設営や正月飾り等、イベ
ント準備に従業員が楽しんで取り
組むようにもなった。

■その後の変化・成果
渡邉氏の改善策に対して、初め

は従業員の反応は冷ややかであっ
たが、徐々に「何かやらなければ」
という意識が芽生えてきた。長年、
正社員は現場を知らず、パート従
業員に任せていたため、「こうい
う風に変えてください」と言って
も簡単には変わらない。そのため、
丁寧に「変える理由を納得させる」
プロセスを続けたところ効果が表
れ、少しずつ変わっていった。結
果として一部退職者が出たものの、
多くの従業員に考え方を浸透でき
たため、次第に改善に向けた変化
を受け入れる組織体制を構築する
ことができた。組織は部門ごとに
統制され、社内の命令系統や権限・
責任が定められた結果、現場を知
らない正社員はいなくなった。給
与体系を年功序列に基づいたもの
から実績に応じたものへと変更し、
無駄な経費も削減した。「赤字経
営が当たり前」だった収支は黒字
化した。さらに年間を通じて行っ
てきた集客イベントは顧客に着実
に浸透し、観光シーズンを中心に、
コロナ禍以前よりも多くの来場客
があった。

企業の声
私の改革を応援していただいた

ことで、「私は一人ではない」と
実感できたことがうれしかったで
す。あきる野商工会の経営指導員
や中小企業診断士に、「渡邉支配
人がやっていることは正しいこと
なので、自信を持ってやってほし
い」と言われて、背中を力強く押
してもらえました。イベントの開
催や集客する方法については、私
の考え方も採り入れながら専門家
としての提案もいただけたので、
実質的に改革の後押しをしていた
だいたと思っています。2023年
4月から行動計画に本格的に取り
組みましたが、同年12月には成
果を実感できました。今後は安定
した黒字経営化を目指し、地域活
性化につながる施策をどんどん
打っていきたいです。

（支配人：渡邉智宣氏）

支援者の声
渡邉支配人は、コロナ禍も重な

り早急な経営改善が必要な時期に
着任され、直ちに過去10年の収
支状況の分析、事業の外部委託の
検討等を行う中で、従前の経営体
制からの脱却に苦労されていまし
た。そのなかで本プロジェクトに
よる支援では、渡邉支配人の考え
る経営改革の方向性が正しいと後
押しすることや料金体制変更の助
言、地元住民や学生を巻き込むよ
うな集客イベント実施の提案等を
行いました。そして事業計画作成
支援後の決算収支では売上増、費
用削減に成功し、目標であった黒
字化も達成できました。渡邉支配
人のリーダーシップと従業員の皆
様の努力の賜物であると思慮する
とともに、あきる野市を代表する
観光拠点施設として益々の発展を
期待します。
（あきる野商工会：齊藤政幸氏）
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秋川渓谷「瀬音の湯」

イルミネーション 直売所
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次期代表：大江理恵子氏

有限会社藤屋酒店

地域に愛される酒店の事業拡大に向けた
新たなチャレンジ
～中期経営計画作成による自分の「想い」の明確化～

■企業概要
有限会社藤屋酒店（代表：伊藤

秀子氏）は田無駅南口から徒歩約
15分の落ち着いた住宅街に位置
する酒店である。

酒の品揃えについては、量販店
やスーパーとの差別化のため一線
を画している。それらの店では手
に入らない、多摩地区にある酒蔵
の日本酒や地方の蒸溜所が造る国
産ウィスキーが店頭に並ぶ。店内
には買った酒を飲める「角打ち」
スペースが設けられ、酒を嗜む近
隣住民の憩いの場となっている。
酒のつまみを揃える一方で、子供
向けの駄菓子も販売しており、地
域の幅広い年齢層の需要に応えて
きた。また、店の一角には健康食
品コーナーを設け、販売に注力し

ている。
取材時（2024年11月）は事

業承継手続き中で、代表の長女で
ある大江理恵子氏（次期代表）に
話を伺った。

■企業の悩み
当社の創業は1965年、ウィス

キーメーカーの営業マンであった
大江氏の父（現代表の夫）が、取
引先の酒問屋から現在の地を紹介
されたのがきっかけである。当時
は周囲に魚屋・肉屋・八百屋が入
居するストアや、米屋、蕎麦屋等
が軒を連ねる商店街を形成し、競
合店がないため酒店開店に適して
いた。また、御用聞きの商売スタ
イルを主流に多くの顧客を獲得し、
店舗の経営は順調に推移してきた。

しかし、創業者である父が病に

倒れたことから大江氏の生活がガ
ラリと変わることになる。そのこ
ろ大江氏は栄養士の仕事に就いて
いたが、この職を辞して母と酒店
経営に専念。大江氏の夫は栄養士
仲間であったが、この時期に結婚
して同じく経営に参画した。

父が逝去した1988年頃は好景
気だったものの、その後バブル崩
壊により景気は下向きとなる。当
時から「お酒だけでは将来的に厳
しい」と感じていた大江氏は、同
じ多摩地域で酒店を営む経営者グ
ループに入会し、情報を集めた。
そこから店頭精米や健康食品取り
扱いのアイデアを得て、商材を多
様化してきた。現在、顧客は9割
程度が個人である。

これまで3人で協力してやって
きたが、母は高齢となり自分たち
も節目の歳が近くなって、今後の
店舗運営をどうしようかという漠
然とした想いを抱えていたところ、
西東京商工会から本プロジェクト
の紹介を受けた。

■導き出された課題
代表である母の高齢化に関して

は、既に税理士や司法書士のアド
バイスを得ながら大江氏への事業
承継手続きを進めており、2024
年内に完了する予定である。よっ
て本プロジェクトにおける経営分
析では、①今後の店舗の方向性に
ついての明確化、②売上および利
益率の向上、の2点が課題として
取り上げられた。

大江氏自身、これからの20年

支
援
事
例
② 

DATA●有限会社藤屋酒店
創業年：1965年　従業員数：3人　業種： 小売業（酒類・食品小売）
所在地：東京都西東京市芝久保町1-13-5　URL：https://www.facebook.com/fujiyasaketen
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　北川雅也
経営分析担当：岡田知子氏／アシストコース担当（ディレクター）：岡田知子氏／コーディネーター：庭野 勉氏／経営指導員：村上 功氏（西東京商工会）

を見据えた店舗の在り方を模索し
始めたのが本プロジェクト利用の
きっかけでもあり、今後の方向性
検討にあたっては、まず大江氏の
店舗に対する想いや、やりたいこ
とを整理することが求められた。
他方、酒店の既存顧客も多く存在
し、お店に対する周囲からの期待
についても併せて考慮する必要が
あった。また、直近2期の収益は
心もとなく、商材ごとの数字を
チェックし、利益率改善のために
商品構成の見直しを行うことが提
示された。

大江氏はこれらの指摘を受け、
本プロジェクトのアシストコース
を利用することにした。

■実行支援
アシストコースでは専門家と定

期的に面談を行い、課題解決に向
け作業を進めた。具体的には、ま
ず中期経営計画の策定を行うこと
である。

今後の店舗の方向性については、
専門家からのヒアリングによって
現状や大江氏の中にある想いを丁
寧に整理していった。角打ちで来
店されるお客様や常連の方との接
客は楽しいし、大切にしていきた
い。一方で、これからは健康志向
がメインテーマになると考えてい
る。後者については、従来のお客
様とは若干異なる顧客層へのアプ
ローチも必要になる。

売上および利益率の向上につい
ては、まず商材ごとのデータを確

認した。定価のある酒・菓子等の
小売は利益率を上げることが難し
いので、こちらは角打ち等で付加
価値を高める方向で検討を進めた。
一方、健康食品は前者に比べ高い
利益率が期待でき、徐々に規模を
拡大する必要性について大江氏も
確信できた。

事業計画について文書化するこ
とは不慣れであったが、専門家の
協力を得ながら本コースを通じて
中期経営計画完成を予定している。

■その後の変化・成果
これまで同社では、一人ひとり

への丁寧な接客を心がけてきた。
それが顧客に愛顧される所以であ
り、その方針は今後も変わらない。
加えて本プロジェクトを利用する
過程で、適正な利益を得ていくこ
とも必要であるとの認識が大江氏
の中に生まれている。

また、専門家との面談の中で、
これまではっきりとしていなかっ
た方向性について、健康食品に本
腰を入れていくことが明確化され、
販促のためのチラシ配布や試飲機
会の増加等、具体的な施策へ考え
が及んでいる。一足飛びにネット
販売等には手を出さず、同社の強
みである「顔の見える」商売を進
め、口コミや紹介で浸透を図って
いく方針である。従来の酒類販売
についても既存のお客様を大切に
しつつ、健康食品販売との並立を
目指すこととしている。

企業の声
本プロジェクトを通じて自分の

考えが整理され、専門家との面談
も楽しく取り組むことができ、と
ても良い機会になったと思います。
薄利多売ではなく、どのような商
品で利益を得ていくか、どう付加
価値を付けていくかという点に気
づきがあり、自分の好きな健康食
品に力を入れたいという想いとも
整合しました。今後もどんな形で
あれ、来店されるお客様の皆さん
にワクワクしてもらう、楽しいと
言ってもらえるお店にしていきた
いと思います。

また、自分達ではどんな公的支
援があるのか良くわかっておらず、
経営指導員から本プロジェクトを紹
介されとても有意義な取り組みが
できました。今後も色々とご提案
いただけることを期待しています。

（次期代表：大江理恵子氏）

経営指導員の声
同社とは2年ほど前からのご縁

となりますが、普段から講習会等
にも積極的に参加いただき、良い
ものは素直にすぐ取り込んでいく
行動力が光っています。また、皆
さんの人柄や接客力・商品知識か
ら、地域のお客様に愛されるお店
となっています。これに対して、
各商材の価格設定や利益率といっ
た数値面が、次期代表の今後の課
題と認識されました。本プロジェ
クトはここまでスムーズに進行し
ており、今後のビジョンがある程
度見えてきましたので、このあと
アドバンスコースでも支援してい
きたいと考えています。

西東京市に根付いて商売をなさ
れてきた同社には、これからも引
き続き地域に必要となるお店づく
りを進めてもらいたいと思います。

（西東京商工会：村上 功氏）
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多摩地区の酒蔵等、こだわりのお酒が並ぶ

店内に設けられた角打ちコーナー
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自社工場を背に。代表取締役社長：白井嘉則氏（左）、工場長：山下大輔氏（右）

株式会社大島牛乳

酪農・乳製品製造業の次世代に向けた
ステップアップを後押し
～“どんぶり勘定”から脱却しPDCAを回す組織体制へ～

■企業概要
株式会社大島牛乳（代表取締役

社長：白井嘉則氏）は、島内でホ
ルスタインを飼育し、自社工場で
牛乳・バター・アイスクリームを
製造している。大島ではかつて酪
農が盛んであったが徐々に衰退に
向かった。以前は数件の農家が乳
牛を育成し、他社が牛乳やバター
を製造していたが、その会社が
2007年に工場を閉鎖した。同年、
生乳を使用する「牛乳煎餅」の製
造者や学校給食に大島牛乳を利用
する栄養士等、町民からの強い要
望に応え、有志6名が当社を設立
した。「大島の酪農を終わらせて
はいけない」という思いで、牛乳
やバターを製造し給食等を続ける
ためであった。

当社の牛乳は摂氏75度・20
分の高温保持殺菌を採用し、豊か
な風味が特長である。島内の小中
学校の給食には当社の牛乳が採用
されている。当社のバターやアイ
スクリームは島内のホテルや民宿、
土産物店等で幅広く取り扱われ、
地域の特産品としてふるさと納税
の返礼品にも選ばれている。

■企業の悩み
代表の白井氏は、長年大島での

牛乳づくりに関わってきた。大島
町の人口は過去20年で23％減
少しており、向こう30年でさら
に28％減少すると予測されてい
る（国立社会保障・人口問題研究
所「将来推計人口」より）。人口
減少により牛乳の需要は減少して
いくと予想され、特に子どもの数

に比例する学校給食の需要減少は
当社に深刻な影響を与える。

白井氏は、人口減少に対応して
いくためには新商品が必要と考え、

「さけるチーズ」の試作に着手し
たが、商品開発と販路開拓のノウ
ハウを自社で賄うには不安を抱え
ていた。商品開発と販売戦略につ
いて支援を受けたい、またこの機
会に経営全般について第三者から
アドバイスを受けてみたいと考え
ていたところ、以前から夏祭り等
でつながりのあった大島町商工会
より、専門家から客観的な経営分
析と課題解決の支援を受けられる
本プロジェクトを紹介され、利用
することにした。

■導き出された課題
経営分析の結果、指摘された主

な課題は、①事業計画の策定、②
経営管理の改善、③人材の育成で
ある。①事業計画の策定について
は、会社の進むべき方向を明らか
にし、新商品の開発については価
格設定や販路の選択等の戦略を立
てて計画的に進める必要があると
された。②経営管理の改善につい
ては、従来の経営がいわば成り行
きで行われており、売上高や費用
等のデータを分析したうえで、き
め細かくPDCAを回していくこ
とが必要とされた。③人材の育成
については、白井氏の後継者とな
る右腕的な人材がまだおらず、組
織的な運営を可能にするメンバー
の育成が必要とされた。

支
援
事
例
③ 

DATA●株式会社大島牛乳
創業年：2007年　従業員数：7人　業種： 製造業（酪農、牛乳・バター・アイスクリームの製造）
所在地：東京都大島町岡田新開87-1　URL：https://x.com/oshimagyunyu
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　松林栄一
経営分析担当：由良茂男氏／アシストコース担当（ディレクター）：由良茂男氏／コーディネーター：大塚昌子氏／経営指導員：黒木真由羅氏（大島町商工会）

■実行支援
アシストコースでは、専門家が

毎回詳細でわかりやすい資料を準
備してミーティングを実施し、段
階を踏みながら当社についての現
状把握と進むべき方向の検討が進
められている。当社では、分析に
使用できる各種のデータは揃って
いたものの、それらを活用した実
際の分析と経営改善には至ってい
なかった。今回、専門家が入り、
月ごとの商品別売上高、各種の費
用と営業利益率の関連、売上高と
製造労務費の関連等、着眼点と
データを活用した分析結果を提供
したうえで、白井氏の思いを酌み
取りながら一緒に検討することで、
当社の進むべき方向と改善すべき
ポイントが明確になっていった。

売上高については、牛乳は夏場
の落ち込みが大きいため、原因究
明と対策の立案を行うことになっ
た。同時期に売上高の過半を占め
るアイスクリームは、さらなる拡
販施策を検討することとした。費
用については、売上高と労務費が
連動していない月があり、何の業
務にどれだけ工数を費やしている
かを把握したうえで、高利益率商
品に重点的に工数を投入すること

になった。人材育成については、
若手の人材も巻き込んでブレーン
ストーミング等を行い、商品開発
や販促のアイデアを引き出して、
経営への参画を促すことにした。

■その後の変化・成果
今回の取材は2024年12月に行

われた。年明け以降、年内に検討
した内容を振り返って運営・財務
等の各分野の目標と実施内容を固
めるとともに、新商品についても価
格設定、販路の選定、プロモーショ
ン施策の検討等を行う予定である。
最終回では当社の中期経営計画を
まとめ、初年度の実施項目とスケ
ジュールを確定させる予定である。

白井氏は、「当社を何とかしな
ければとは思いつつ、具体的な改
善には踏み込めていませんでした。
今回の支援によって、進むべき方
向を明確にすることができ、それ
を共有したうえで従業員と一丸と
なって進んでいく見通しができま
した」と語る。

ミーティングには白井氏に加え
て、若手ながら乳製品製造を統括
しチーズ製造の勉強もしている工
場長の山下氏も同席し、今回の支
援が右腕人材の育成にもつながっ
ている。

企業の声
大島から酪農をなくしてはいけ

ないという使命感を持って、長年
にわたり当社に関わってきたので
すが、正直なところ経営が“どん
ぶり勘定”になっていると自覚し
ていました。今回、第三者である
専門家に教えていただいた、時間
当たりの生産性、客先別の利益率
といった様々な視点からたくさん
の気づきが得られ、頭の中の整理
ができるとともに、「変わらな
きゃ！」という思いが強まりまし
た。自分の後を任せる若手のス
タッフに参画してもらえたことも
大きいです。

今後は、地域で担っている学校
給食の牛乳提供を継続するととも
に、従業員のアイデアを活かしな
がら創意工夫を行っていくことで、
人口が減少しても継続・発展して
いける強い企業を目指していきま
す。
（代表取締役社長：白井嘉則氏）

支援者の声
株式会社大島牛乳様は、島で唯

一の乳製品製造業であり、学校給
食の牛乳はもちろん、ホテルや民
宿における食事やデザート、土産
物の焼き菓子「牛乳煎餅」の製造
等にも欠かせない、大島にとって
大切な企業です。これまでも、経
営理念の策定等でご支援させてい
ただきましたが、今回は新商品に
ついてご相談を受けたことをきっ
かけに、本プロジェクトでのご支
援が始まりました。

島の人口が大幅に減少すること
が予想される中、それをカバーで
きるような事業展開を行うことが
求められています。新商品開発や
販路確保は容易なことではありま
せんので、大島牛乳様のチャレン
ジが実を結ぶよう、適宜専門家と
連携しながら今後も継続的にご支
援して参ります。
（大島町商工会：黒木真由羅氏）

小
売
業

製
造
業

サ
ー
ビ
ス
業

土日は白井社長自ら港でPRと販売も行う

専門家と一緒に数字を見ながら方針を検討
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代表：上島浩子氏

かみぃずるーむ

「全ての子どもたちが正しいタッチで育つ
地域社会の実現」を目指して
～経営理念の明確化とサービスの重点化で次のステップへ～

■企業概要
かみぃずるーむ（代表：上島浩

子氏）は、八王子市上川町および
西八王子駅南口近くでベビーマッ
サージ教室を運営している。また、
子育て広場や保育園等に訪問して
の講座実施や、育児相談の対応も
行っている。2024年10月に一
般社団法人日本タッチ育児協会を
設立し、2025年4月にはタッチ
育児インストラクター講座（ベ
ビーマッサージ資格講座）の新規
開講を予定しており、地域の赤
ちゃんとママへのサービスを展開
している。

2012年に創業してから順調に
売上を伸ばしてきた。ひとえに上
島氏の子育て支援に対する揺るぎ
ない思いや、理論的なベビーマッ

サージの効果の裏付け、コミュニ
ケーション力の高さ等の魅力が大
きな要因と思われる。

■企業の悩み
前述の通り、創業以来新規プロ

グラムの開発により順調に売上を
伸ばしてきた。一方で、やりたい
ことはすぐに行動するタイプであ
ることから、提供しているサービ
スがどんどん多くなり、多忙のわ
りには利益が思うようにあがらな
い状況に陥った。

そのような中、現在の事業を第
三者に相談して整理したいと考え
ていたところ、自分とは別のコン
テンツで子育て支援に携わってい
る方とSNSで知り合い、その方
から八王子商工会議所を紹介され
た。経営指導員と面談の結果、本

プロジェクトで専門家による経営
分析と実行支援を受けることをす
すめられた。

■導き出された課題
経営分析の結果、指摘された課

題は、①サービス内容を整理し優
先順位をつけること、②経営方針
の明確化と事業計画書作成、③経
営理念の確立、の3点であった。

今後も成長していくためには、
現在提供しているサービスについ
て、それぞれ多方面から価値を洗
い出し、今後の経営方針にあわせ
て優先順位を付けていくことが大
切である。

また、提供サービスを整理する
にしても、目指したいゴールに合
わせることが欠かせない。まずは
将来どうなりたいのか等、事業の
3年後や5年後の理想の姿を洗い
出し、事業計画を立てることが必
要とされた。

そのためには経営理念の確立が
重要であった。子育て支援にかけ
る思いは一貫している一方で、組
織化を進めるための経営理念の確
立には至っていない。経営理念は、
経営に関わるすべての方にその思
いを共通認識として根付かせる役
割を持っている。

上島氏はこれらの課題を解決す
るため、本プロジェクトのアシス
トコースとアドバンスコースを活
用することにした。

■実行支援
2023年9月からアシストコー

支
援
事
例
④ 

DATA●かみぃずるーむ
創業年：2012年　従業員数：0人　業種： サービス業（育児教室・講座の運営）
所在地：東京都八王子市上川町1953-2　URL：https://www.kamiesroom.com/
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　加藤裕之
経営分析担当：金 順玉氏／アシストコース担当（ディレクター）：金 順玉氏／アドバンスコース担当（ディレクター）：古澤登志美氏／コーディネーター：石原昌洋氏／経営指導員：﨑井寛仁氏（八王子商工会議所）

ス、2024年4月からアドバンス
コースを利用して、専門家から具
体的なアドバイスを受けながら、
課題解決に向けて取り組んだ。

まずは、サービス内容を整理し
優先順位をつけることである。現
在提供しているサービスを洗い出
したところ、20ものサービスを
提供していることが分かった。そ
れぞれにつき提供時間・利益率・
集客手段・習熟度等の観点でマト
リックス表により客観的に評価し、
整理・優先順位付けをした。一般
的には利益率で仕事の優先度を決
めることが多いが、仕事のやりが
いも大切なので、仕事の好きな度
合い、やりたい度合いも考慮する
ようにした。

次に、整理・優先順位付けした
マトリックス表に基づき、今後ど
んなビジネスに注力するのか、3
年後や5年後にどのような事業体
にしていきたいのかを考察した。
将来の理想の姿を描いたうえで、
現在の状況を客観的に見つめると、
そこに辿り着くために何が不足し、
何が必要なのかが見えてくる。ま
た、今後の経営方針を明確にする
ことで、取り組むべき課題も明確
になる。また、上島氏が育成して
きた受講生を組織化していくと
いった、新たな課題も見えてきた。

事業計画書作成にあたり、経営
理念の確立も図った。経営者が考
えている思いを言葉にして伝える
のは意外と難しいが、それをきち
んと発信しないとビジネスに関わ
る方たちと思いが共有できない。

「何のために経営しているのか」
「どのような会社にしたいのか」
等、経営に対し考えていることを

いろいろな角度から整理し、揺る
ぎない言葉として経営理念を確立
させていった。

■その後の変化・成果
実行支援を受けて一番の変化は

「自覚」だと上島氏は感じている。
子育て支援は社会的意義のある立
派な事業であると、専門家に認め
てもらったことがとても嬉しく、
絶対に社会を変えていくという思
いが、より強くなった。

また、計画を立てて進めていく
ことの大切さを実感できたのも大
きな変化である。実際に事業計画
書を策定したことで、限られた経
営資源をどのサービスに投入して
いくべきかが明確になった。今ま
では行動力に任せて対応する傾向
もあったが、現在は先々を見据え
て計画的に必要な準備を丁寧に行
うことで、サービスのさらなる充
実に努めている。

そのような取り組みを自分一人
ですべてやろうとするのではなく、
他人の力も借りながらより良いも
のを作りあげていこう、といった
意識に変えられたことも大きな成
果である。そのためには経営理念
を整理・共有することが必要とな
る。経営理念を確立したことで事
業に対する思いがより明確になり、
経営の軸もできたと上島氏は感じ
ている。

企業の声
本プロジェクトを利用して一番

の気づきは、他人の力を借りるこ
とがいかに有効であるかです。今
までは自己流で感覚的にやってき
たことを、こういった枠に整理し
て考えればもっと動きやすくなる
と教えていただいたのは、すごく
大きかったです。経営者として必
要なことに気づかせていただけた
ことに、とても感謝しています。

今後は、子育てをきちんとスキ
ルとして伝えていくことが、絶対
に必要な時代になっていくと考え
ています。子育てする方たちが、
身近で赤ちゃんとの関わり方・触
れ合い方をモデルとして見る機会
が少なくなっているからです。こ
れからも赤ちゃんとの触れ合いを、
誰もが安全に再現性高く実行でき
るスキルとして伝えていくことに、
覚悟をもって取り組んでいきたい
と思います。

（代表：上島浩子氏）

支援者の声
上島代表は独立後、市内を中心

に数多くのサービスを提供される
一方で、限られた経営資源をどの
サービスに注力して行うべきか悩
んでいらっしゃいました。そこで
本プロジェクトを活用し、徹底的
に提供サービスの洗い出しと優先
順位付けを行い、今後も伸ばして
いくサービスと縮小していくサー
ビスを明確に区別しました。

結果として、将来的に何をする
べきか明確になったところで、専
門家の伴走支援を受けながら事業
計画書を策定しました。また、事
業計画書を策定することで、上島
代表が育成してきたベビーマッ
サージ講師たちを組織化していく
といった、新たな課題も見えてき
ました。

上島代表が掲げる「全ての子ど
もたちが正しいタッチで育つ地域
社会の実現」を、今後も全力で支
援してまいります。

（八王子商工会議所：﨑井寛仁氏）
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経営指導員：﨑井寛仁氏（左）、代表：上島浩子氏（右）

ベビーマッサージ教室

ママとのコミュニケーション

飲
食
業
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代表・シェフ：竹内卓氏（左）、パティシエール：妻の悦子氏（右）

Bistro amorph.（ビストロ アモルフ）

理想の 「amorph.」をつくるための大きな挑戦
～コースメニューへの変更と的確な情報発信で効率性と顧客満足度を向上～

■企業概要
Bistro amorph.（ビストロ ア

モルフ）（代表：竹内卓氏）は三
鷹駅北口から徒歩2分に位置する
フランス料理店である。

当店はシェフである竹内氏とパ
ティシエールである妻の二人で営
まれている。当店は9坪と小規模
ながら、店の外観やインテリア、
音響等にこだわりが詰まっている。
天井から吊り下げられた淡い光の
照明と、6面体スピーカーから流
れる音楽が作る空間は、日常と少
し異なっていて隠れ家のようだ。
当店では食材を厳選しており、特
に生産者にこだわっている。無農
薬野菜の生産者から野菜を直送で
仕入れ、肉は餌や生育環境の良い
ものを使って、素材が持つおいし

さをそのまま生かした料理を提供
している。コース料理の終わりに
提供されるアシェットデセール

（デザート）も評判である。1枚
の皿に美しく盛り付けられたデ
ザートは目にも鮮やかだ。特別な
日に特別な人と行きたくなる店で
ある。

■企業の悩み
当店はお客様から料理やデザー

トの味や接客に対して高い評価を
受け、一定の認知も得ているが、
経営を維持してゆくうえで悩みも
抱えていた。それはオペレーショ
ンの変更をすべきかどうか、比較
的若い年齢層の顧客をどのように
集客すればよいかということで
あった。夫婦二人きりで店を切り
盛りし、ピークタイムが一日中続

いているような忙しさの中、悩み
を抱えたまま解決策を見いだせな
いでいた。

そこへコロナ禍が襲い、当店も
大きな打撃を受けたが、これを
きっかけに課題に向き合おうと決
めた。その時、目に留ったのが武
蔵野商工会議所から届いた小規模
事業者持続化補助金についてのハ
ガキだった。早速、窓口である武
蔵野商工会議所へ相談しようと決
めた。

補助金申請支援の後、以前から
抱えていた悩みを経営指導員へ相
談したところ、専門家による経営
分析を受けることができる本プロ
ジェクトを紹介された。

■導き出された課題
経営分析の結果、指摘された課

題は、①店の新しいコンセプトや
ルールの再設計、②メニューや価
格の見直しとオペレーションの効
率化、③SNS等情報発信の強化
の3点である。

従来は、顧客ニーズに応えるた
め、様々なメニューの注文に対応
するアラカルト料理を提供してき
た。今後は、料理の質はそのまま
に効率の良いオペレーションへど
のように変えていくかを検討する
ことになった。

また、従来高齢な方に偏ってい
た顧客層をどのようにして多様化
するか、30～40代の方々が来
店してくださるよう、どのように
して集客するかを検討することに
なった。そのためには情報発信が

支
援
事
例
⑤ 

DATA●Bistro amorph.（ビストロ アモルフ）
創業年：2018年　従業員数：0人　業種： 飲食業（フランス料理店）
所在地：東京都武蔵野市中町1丁目20-10　宮木ビル101　URL：https://www.bistro-amorph.com/
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取材・執筆：中小企業診断士　上塘裕三／写真提供：Bistro amorph.
経営分析担当：石飛朋哉氏／アシストコース・アドバンスコース担当（ディレクター）：石飛朋哉氏／コーディネーター：石塚真希氏／経営指導員：神林賢太氏（武蔵野商工会議所）

必要であり、積極的なSNS等の
活用を助言された。竹内氏は、こ
れらの課題を解決するため、本プ
ロジェクトのアシストコースとア
ドバンスコースを活用することに
した。

■実行支援
本プロジェクトを利用して、専

門家から具体的なアドバイスを受
けながら課題解決に向けて取り組
んだ。

まずは、メニューや価格の見直
しとオペレーションの効率化であ
る。以前から竹内氏は料理の提供
方法をアラカルトからコースメ
ニューへ変更するというアイデア
を持っていた。しかし、その変更
は大胆すぎるように思え、「お客
様に受け入れてもらえるのか」と
いう不安は大きかった。そこで、
その移行の手順や方法について専
門家や経営指導員からアドバイス
をもらいながら実行した。

次に、SNSの活用等の情報発
信 に も 取 り 組 ん だ。 コ ー ス メ
ニュー移行の宣伝をどのように実
施するか、具体的な取り組みを検
討し、集客手段の多様化のために
ホームページ更新やSNSの利用
を進めていった。同時に資金面に

ついても事業計画策定から採択に
至るまで補助金申請の支援を受け
た。

■その後の変化・成果
コースメニューへの移行は当店

にとって大きな挑戦だったが、今
では売上も増えており手応えを感
じている。移行により、オペレー
ションの煩雑さやロスが軽減され
た。注文があるかどうかわからな
い食材も仕入し、仕込みに時間を
かけていたが、今ではコースメ
ニューの料理だけに集中できるよ
うになった。それによりお客様の
満足度も上がってきた。

情報発信も着実に進めてきた。
例えば、当店のホームページで
コースメニューの情報を発信し、
YouTubeやInstagramへ動画を
投稿した。SNS投稿後のコース
メニュー移行は大きな混乱もなく
スムーズな移行ができた。最近は
SNSの 情 報 を 見 て、 コ ー ス メ
ニューを目あてに予約してくださ
るお客様が増えてきた。以前は「こ
の店はどのようなお店なのだろ
う」と気にしていただけのお客様
が、コース提供される料理と値段
設定が明確になったことで足を運
んでくださるようになってきた。

企業の声
夫婦二人きりで店をやっている

ため毎日忙しく、日々が店と自宅

の往復で終わってしまうことで、

考え方が凝り固まり視野が狭く

なって、目先のことだけしか考え

なくなっていました。今回の支援

のように専門家からアドバイスを

もらうと、気づきが多々ありまし

た。具体的には店の数字を見るこ

とができるようになり、視野が広

がったと強く感じます。小さな店

ですが、今後は店内でクラリネッ

トの生演奏等、お客様に楽しんで

いただけるような空間づくりを考

えています。そして、そこには料

理とデザートがしっかりとある、

そういう良い空間ができればいい

なと思っています。

（代表：竹内卓氏）

支援者の声
竹内ご夫妻とはコロナ禍最盛期

の中で補助金相談にお越しいただ

いたご縁からご支援させていただ

いております。コロナ禍を乗り切

る事業計画策定、経営基盤を盤石

にしていくためのディナーコース

の定着化等、ご夫妻の思いを実現

できるように支援を進めさせてい

ただきました。お二人からいただ

いた言葉で印象的であったのは、

「自分たちだけでは考えられな

かったことを、知ることができて

楽しかった。また、自分たちの考

えていることを後押してくれるの

で自信が持てたこともありがた

かった。」というお言葉を頂戴で

きたことです。今後も夢への応援

団としてサポートさせていただき

たいと思っております。

（武蔵野商工会議所：神林賢太氏）
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こだわりの
詰まった店内

ディナーコースの料理の一例 ディナーコースのデザートの一例
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代表：本田奈保美氏

プラチナマナー

研修で叶える、人と企業の輝く未来
～笑顔と情熱で未来を切り開く、顧客開拓への挑戦～

■企業概要
プラチナマナー（代表：本田奈

保美氏）は、本田氏が2021年1
月に個人事業主として開業し、企
業研修やセミナー、講演等を手掛
ける。結婚退職後、15年ほど専
業主婦として子育てに専念してい
た本田氏は、子どもが幼稚園に通
い始めたのを機に、将来について
真剣に考えるようになった。「こ
のままで良いのか？社会復帰をす
るべきなのか？」と悩んでいた時、
偶然にマナー講師という職業に出
会い「これが自分に合った道だ」
と感じた。

それまでマナーに関する知識は
ほとんどなかったものの、マナー
インストラクターの養成講座に通
い、資格を取得。その後、先輩講

師のアシスタントを務めることで、
実践的な知識を身につけていった。
現在、プラチナマナーでは「わか
る＆身に付く」をモットーにした
企業研修や、履歴書に記載できる
マナー資格認定講座、さらには電
子書籍の出版等、多岐にわたる
サービスを展開している。研修内
容は、新人社員研修やビジネスマ
ナー研修、階層別研修、アンガー
マネジメント、接客接遇研修等、
多様であり、特に最近はコミュニ
ケーションやハラスメント、リー
ダーシップに関するニーズが高
まっている。専業主婦としての経
験やマナー講師の資格が、本田氏
の強みとなっている。

■企業の悩み
本田氏の最大の悩みは、受注獲

得の難しさである。案件の大半は
本 田 氏 が 所 属 す る 日 本 マ ナ ー
OJTインストラクター協会を通
じた下請け受注であり、より安定
した集客が必要と感じていた。長
年専業主婦だったこともあり、ビ
ジネス経験が少なく、一人ですべ
ての業務をこなすことに苦労して
おり、今後の展望に対しても不安
を抱えていた。

開業時に通った創業支援セン
ター主催の創業支援塾からの紹介
もあり、青梅商工会議所の経営指
導員とは日ごろから接点を持って
いた。本田氏から改めて悩みを相
談し、経営分析と実行支援を受け
ることのできる本プロジェクトを
利用することになった。

■導き出された課題
経営分析の結果、明らかになっ

た課題は主に2つである。1つ目
は、販路開拓に向けた認知度の向
上だ。開業から間もないため、よ
り多くの人にその存在を知っても
らうための取り組みが必要である。
具体的には、WEBサイトやSNS
を活用したオンライン施策と、チ
ラシやイベントといったオフライ
ン施策を組み合わせた複合的なア
プローチが求められる。

2つ目は、ITツールを活用した
業務管理の効率化である。現在の
受注件数ならば手作業での管理が
可能だが、今後の受注増加に対応
するためには、ITツールの導入
が不可欠である。これらの課題を
解決するため、本プロジェクトの

支
援
事
例
⑥ 

DATA●プラチナマナー
創業年：2021年　従業員数：0人　業種： サービス業（研修請負・認定講座開催・セミナー・講演）
所在地：東京都青梅市　URL：https://nhplatinum.com/
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取材・執筆：中小企業診断士　川久保理／撮影：中小企業診断士　齋藤徹也
経営分析担当：松井貴憲氏／アシストコース担当（ディレクター）：松井貴憲氏／アドバンスコース担当（ディレクター）：石田国大氏／コーディネーター：古山文義氏／経営指導員：平野優季氏（青梅商工会議所）

アシストコースを活用することに
した。

■実行支援
まず取り組んだのは、オンライ

ンでの認知度向上を目的とした
WEBサイトの作成である。当時、
自身のWEBサイトはなく、経営
指導員からは必ず作るべきと助言
を受け、毎年少しずつ改善してい
くことを前提に作成した。WEB
サイトには企業理念や経営方針、
提供するサービスの詳細を紹介す
ることで、閲覧者に強い印象を与
えることができる。これにより、
本田氏のアイデンティティや活動
を示す場を整えていった。

次に、SNSの活用に取り組ん
だ。各媒体に期待される効果と
ターゲット層を明確にし、経営指
導員のアドバイスをもとに発信を
開始した。インフォグラフィック
を制作し、視覚的に訴える投稿を
心がけている。より多くの人々に
サービスの魅力を伝えることがで
きるよう、継続的に発信している。

また、オフライン施策としては
チラシの作成を行い、WEBサイ
ト やSNSア カ ウ ン ト へ のQR
コードを掲載することで、相互に
集客効果を高める工夫をした。特
に勉強会やセミナーでは作成した
チラシの配布を行い、直接クライ
アントと接する機会を大切にした。

さらに、ビジネスマッチングサ
イトにも登録することや、直接取
引の拡大に向けたアプローチリス
トを作成する等、経営指導員のア
ドバイスをもとに着実に行動を進

めている。加えて、業務効率化の
ため、業務管理ツールの導入も視
野に入れており、これにより今後
のクライアントのデータ管理やス
ケジュール管理を円滑にし、業務
基盤を整えていく予定である。

■その後の変化・成果
このように、オンラインとオフ

ラインの両方で多角的なアプロー
チを行うことにより認知度向上と
業務の効率化は着実に進んでいる。
成果としては、チラシやWEBサ
イト、SNSを通じた企業からの
直接の受注が少しずつではあるが
増加している。

また、心の面でも大きな変化が
見られる。営業やビジネスコミュ
ニケーションに対する苦手意識を
もっていたが、専門家による親身
なアドバイスや力強い後押しを通
じて、少しずつ積極的なコミュニ
ケーションを図ることができるよ
うになってきた。

今後の目標は、自由にプランを
設計でき、また価値提供に対して
直接対価を得ることができる元請
け取引を増やすことである。これ
までの施策を継続的にブラッシュ
アップしながら、営業活動に力を
入れ、さらなるクライアントの獲
得を目指していく考えである。加
えて、社会的な問題の解決につな
がるサービスを新たに作ることも
検討している。女性活躍推進や早
期退職、人手不足等、企業が抱え
る問題解決に向けて研修を通じて
貢献することを展望している。

企業の声
今回のプロジェクトを利用して

本当に良かったです。経験が乏し
い中、何を始めればよいのか迷っ
ていましたが、自分では気づかな
い視点で具体的なアドバイスをい
ただいたおかげで、少しずつ前に
進むことができています。経営指
導員の平野さんは、いつもとても
親身になってくださるので、「そ
の姿勢に応えたい」という思いで、
いただいた助言は即実践していま
す。そして何よりすべてを一人で
こなしているため、小さな悩みで
も相談できることがとてもありが
たいです。行動を後押しいただけ
るアドバイスが元気の源になって
います。

今後の目標としては、お客様を
増やすことに注力しつつ、社会的
に問題となっている分野の研修に
も新たに取り組んでいきたいです。

（代表：本田奈保美氏）

支援者の声
事業を進めていく中で生じる悩

みの相談相手がいない社長の受け
皿になれればと思い、支援を開始
しました。事業計画書を一緒に作
成する中で、本田代表の頭の中の
思いを整理することができ、「や
りたいこと」「できていないこと」

「将来のビジョン」等が見えてき
ました。本田代表は支援中に出た
課題に対する宿題に、次回支援ま
でに積極的に取り組んでくださり、
目標としていた直接受注を短期間
で複数件獲得することができまし
た。直接受注がさらに増えていく
と、新たな課題もでてくると思い
ます。その際はまた全面的にサ
ポートさせていただきたいと思っ
ています。
（青梅商工会議所：平野優季氏）
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代表取締役社長：花岡克己氏

花岡無線電機株式会社

100年の信頼から次のステージへ、
花岡無線電機の挑戦
～営業改革で実現する「放送業界のコンシェルジュ」～

■企業概要
花岡無線電機株式会社（代表取

締役社長：花岡克己氏）は、放送
局向けの音声機器の開発・製造・
販売を行う会社である。1925年
の創業以来、日本の放送業界を支
え、2025年に100周年を迎える。

放送技術の変革に伴い、当社も
その歴史とともに柔軟に進化を遂
げてきた。

当社の強みは、長年音声機器
メーカーとして培ったノウハウを
生かしたシステムのカスタマイズ
である。大手企業ができあがった
製品を納品するのに対し、当社は
顧客の要望に合わせた製品を一つ
ひとつ設計していく。また、自社
製 品 の み な ら ず、 他 社 製 品 の
OEMや工事も手がける。特に海

外製品用のカスタマイズパネル製
作に対応している企業が少ないた
め、問い合わせが多い。このよう
に顧客の要望に柔軟に対応するこ
とで、顧客からの信頼を獲得して
きた。

■企業の悩み
当社では100周年に向かうた

めの5か年計画「つなぐプロジェ
クト」を策定していた。カスタマ
イズ製品が強みの当社は、一から
製品を作ると時間がかかる。そこ
で、「つなぐプロジェクト」では
製品や作業の標準化、基準化を実
施した。

100周 年 を 迎 え る に あ た り、
105周年までの5か年計画の策
定を行いたいと考えている中、本
プロジェクトの存在を知った。

すでに花岡氏自ら、SWOT分
析やマンダラチャート等様々なフ
レームワークやツールを試してい
たが、一緒に方向性を定める人が
欲しかったため、本プロジェクト
を利用することになった。

■導き出された課題
経営分析の結果、運転資金の現

金化速度の向上と、要件定義や見
積りの作成時間削減による生産性
向上の必要性を指摘された。特に
財務面の課題は、今後事業を拡大
するうえでの鍵となる。

また、収益目標の明確化や、従
業員の業務標準化の達成期限と範
囲の明確化等、具体的な目標の設
定も助言された。

これらの提案を受けたうえで、
本プロジェクトの利用目的である
5か年計画の策定を行った。

■実行支援
アシストコースでは、次の5か

年計画の策定にあたり、まずは花
岡氏が考えていることについてヒ
アリングを行った。前述のように
様々な分析やチャート作成を行っ
ていたが、ヒアリングを通じて、
花岡氏の考えをさらに引き出すこ
とで、今後どのような方向に進ん
で行きたいか明確になった。また、
ヒアリングの中で出た重要なキー
ワードを抽出し、体系的にまとめ
て5か年計画の策定を行った。

その中で、メーカーとして製品
を販売するだけではなく、顧客と
一緒になって仕様を考え、システ

支
援
事
例
⑦ 

DATA●花岡無線電機株式会社
創業年：1925年　従業員数：32人　業種： 製造業（放送関連機器）
所在地：東京都目黒区鷹番1-11-6　URL：https://www.hanaoka-m.co.jp/
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　長山萌音
経営分析担当：石村飛鷹氏／アシストコース・アドバンスコース担当（ディレクター）：幡野康夫氏／コーディネーター：森尾浩司氏／経営指導員：山下昌敏氏（東京商工会議所）

ム設計に落とし込むことも行って
いき、放送業界のコンシェルジュ
を目指すという5か年計画の方向
性が策定された。

新しいサービスを行うにあたっ
て、営業が動けるようにサービス
自体の認知度向上や、ターゲット
はどの顧客にするか等について整
理する必要がある。そこでアドバ
ンスコースでは、顧客管理と顧客
に合わせたアプローチ方法の検討
および新規顧客向けの営業ツール
の検討（チラシデザインの設計）
を行った。

例えば、当社を知らない顧客と、
知っているがまだ取引がない顧客
とでは営業のアプローチ方法が変
わる。また、既存顧客についても、
訪問状況を管理することで、定期
的なメンテナンスの提案ができる。
当社自身が新製品を出していない
等、すぐに販売につながらない場
合は、手元で使ってもらえるノベ
ルティに力を入れることで、必要
となった時に当社を思い出しても
らう等の工夫を行っている。新規
顧客開拓用のチラシ作成にあたっ
ては、当面のターゲットを取引の
ない放送局の音声技術担当者と設
定し、具体的なデザインを検討し
て完成させることができた。

5か年計画策定時に収支につい

てもシミュレーションを行ったこ
とにより、ただ人を採用して営業
するだけでは利益が出ないことが
わかった。そのため、効率的な営
業ができるような顧客管理とアプ
ローチ方法の整理を心がけた。

■その後の変化・成果
現在、営業担当者と一緒に顧客

の整理を実施しており、今回作成
したチラシを最大限活用して実際
の営業活動を行っている。また、
営業担当者がどのような活動で、
成果が得られたかわかるようにシ
ステム化する予定である。本プロ
ジェクトの利用により、社外の専
門家の知見が入ったため、営業担
当者は納得感を持って仕事に取り
組むことができている。

当社の強みは技術力のため、技
術力やカスタマイズ対応を求めた
顧客からの依頼がほとんどである。
その反面、営業のモチベーション
維持が課題となっていた。今回の
取り組みにより、自分の行ったこ
との成果が明確に見えるようにな
り、営業の満足感やモチベーショ
ンの維持につながると考えている。

技術の変化が激しい業界ではあ
るが、100周年以降も、その変
化を楽しみながらチャレンジをし
ていきたいと花岡氏は考えている。

企業の声
前回の5か年計画は自分一人で

作りましたが、今回専門家と一緒
に考えたことで、100周年以降
につながる計画になったと思いま
す。

プロジェクトの中では、答えや
すいようにヒアリングをしてもら
い、その回答を要約してもらった
ことで考えを整理できました。外
から助言してもらうというよりも
チームの一員となって一緒に考え
ていったイメージです。

宿題はほとんどなく、その場で
一緒に考えるというやり方だった
ため、忙しい業務の中でも効率よ
く取り組むことができました。

また、自分自身で分析は終えて
いたので、具体的に何をするかと
いう施策面について検討できた点
がとても良かったと思います。
（代表取締役社長：花岡克己氏）

支援者の声
現在運用中の経営計画（2021

年～2025年）がいよいよ後半に
差し掛かってきたため、社長は現
状の経営計画の見直しや更新を希
望されていました。

放送業界における機材の流れは、
従来のアナログ技術から、最新の
IP化対応製品へと急速に移行し
ており、当社としてもIP化対応
をさらに強化する必要があると感
じていらっしゃいます。

アシストコースでの支援を活用
し、代表は「放送業界のシステム
に精通し、支援や提案を行うアド
バイザー的な存在になる」と明確
に打ち出し、それを主軸として5
年後のビジョンをしっかりと策定
されました。さらに、サービスご
とに収支計画を立て、それに基づ
き、取り組むべき課題や具体的な
実行プログラムも詳細にまとめて
いただきました。

今後は、より多くの新規顧客を
獲得するために、営業活動の仕組
み化を進めるとともに、事業のさ
らなる成長を目指して引き続き支
援を行いたいと考えています。
（東京商工会議所：山下昌敏氏）
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代表取締役社長：花岡克己氏（左）、
アシストコース担当（ディレクター）：幡野康夫氏（右）

当社製品の一部

飲
食
業

アドバンスコースで作成した
営業ツール（チラシ）
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代表取締役社長：井戸大通氏（マスコットキャラクター「石焼くん」と）

株式会社アンテンドゥ

パンも人材も手作り。
従業員の士気向上で再度成長軌道へ
～KPIマネジメントで従業員の意識・行動改革を促進～

■企業概要
株式会社アンテンドゥ（代表取

締役社長：井戸大通氏）は、ベーカ 
リーショップ「パン工房アンテン
ドゥ」およびベーカリーカフェ、洋菓
子店「セゾンココ」、サンドイッチ店

「シェフズプレス」を、東京都およ
び神奈川県に22店展開している。

石の保持する熱による遠赤効果
でパンの中からじっくりと火が通
ることで、ふっくらした仕上がり
と小麦の甘味や香りを引き出す石
窯製法が特徴である。現代表の父
である創業者・井戸勤氏が生み出
した食パンは、全国パン菓子博覧
会において食パン日本一に輝くと
ともに「高松宮王冠賞」を受賞、「石
焼食パン」として現在も受け継が
れている。

「焼きたての感動を食卓に」をコ
ンセプトに掲げ、石窯オーブンをお
客さんからみて一番目立つ位置に
配置し、焼きたての商品が即座に
出てくるこだわりのスタイルを貫く。

また、「パンも人材も手作り」を
モットーに、ホスピタリティ研修等
の従業員教育にも注力している。

■企業の悩み
2020年からのコロナ禍により、

駅前立地の店舗を中心に客数が激
減したことで売上不振に陥り、い
くつかの店舗の閉鎖を余儀なくさ
れた。まん延防止等重点措置の対
策で、パンを一度冷ましてから袋
詰めして提供するスタイルに変更
せざるを得なくなり、強みである
焼きたて状態での売り込みができ
なくなった。また、緊急事態宣言

が繰り返されるたびに、現場の従
業員は感染症対策等の様々な対応
に追われ、モチベーションを維持
することが困難になっていった。

2023年にはコロナ禍は沈静化
しつつあったが、売上の回復は十
分でなく、営業赤字が続いていた。
計画未達は仕方がないという雰囲
気が現場の店舗を中心に残ってお
り、井戸氏は様々なアプローチを
試みるも、従業員の士気が回復し
ないことに悩んでいた。

そんな中、付き合いのある金融
機関から、専門家による経営支援
を受けられる本プロジェクトを活
用してはどうかと紹介があり、利
用することにした。

■導き出された課題
経営分析の結果、指摘された課

題は、①売上拡大に向けた具体的
な取組事項の洗い出し、②生産性
向上に向けた成功要因の洗い出し、
③人材採用の促進の3点であった。

特に、①売上拡大や②生産性向
上は、店長や現場リーダーの力量
に依存しており、店舗間のばらつ
きが生じていた。経営改善のため
には、優秀店舗のノウハウの水平
展開や従業員教育の仕組み化等を
通じて、従業員の意識および行動
を改革することが必要とされた。

井戸氏はこれらの解決のため、
本プロジェクトのアドバンスコー
スを利用することにした。

■実行支援
アドバンスコースでは、専門家

支
援
事
例
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DATA●株式会社アンテンドゥ
創業年：1985年　従業員数：100人　業種： 小売業（パン・洋菓子の製造・販売）
所在地：東京都練馬区北町5-11-14　URL：http://www.antendo.com/
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　矢野達也
経営分析担当：高木 悠氏／アシストコース・アドバンスコース担当（ディレクター）：高木 悠氏／コーディネーター：藤田雅三氏／経営指導員：新井捺紀氏（東京商工会議所）

から具体的なアドバイスを受けな
がら取り組んだ。特に、各店舗の
置かれている状況が違うために各
店での裁量に任せる部分が多かっ
たが、それが店舗間のばらつきを
生んでいたことを感じた井戸氏は、
本部統一での対策や管理が重要だ
との結論に至った。そこで、売上
拡大や生産性向上につながるKPI
マネジメントを導入し、全店舗統
一の指標での管理を徹底すること
にした。

例えば、「イチオシオリンピッ
ク」と名付けた指標がある。毎月
会社が決めた商品の売上を競うも
のである。従来も近しいことを
やっていたが、専門家のアドバイ
スにより毎週集計してランキング
形式で発表することにした。自店
舗のランク付けや立ち位置が示さ
れることで店舗間での競争意識を
芽生えさせた。上位店舗には、社
長自ら表彰を行った。

アフターコロナ期で売上が前年
を超えることは普通であったが、
それで満足するものではなく、優
秀店舗と比較させることで、その
ギャップを販売を伸ばす余地とし
て可視化し、全体を引き上げるこ
とを狙った。

また、「店舗焼成率」という指
標もある。焼きたて販売が強みで
あったが、客数減で焼いても売れ
残る状況があり、ロスを気にして
焼成に消極的な店舗も多かった。
しかし、お客様は焼きたてを好ま
れる。セントラル工場から納品さ

れるパンもあるが、売れ筋のパン
は自店舗で焼き上げ、それをしっ
かり売り切ることを奨励した。

加えて、毎月の店長等が集まる
Zoom会議で、各店舗と経営陣の
やりとりを全員が聞けるような会
議スタイルを取り入れた。KPI達
成店舗の店長やリーダーがどのよ
うなやり方をしていたのか、その
エッセンスを全員で共有すること
で、各店舗の成長につなげた。

■その後の変化・成果
井戸氏は、KPIマネジメントに

より、現場の意識や言動が前向き
に変わってきたことを感じている。
従来は売上を中心に追いかけて、
現場からはできない理由を述べら
れることが多かった。しかしもう
一歩踏み込んで、事業計画で掲げ
る売上の達成に必要な指標を明示
して、それを追いかけることで、
各店舗でのやるべきことが明確に
なり、従業員のモチベーションを
高めることにつながった。重点商
品の陳列ボリュームアップや積極
的な店内焼成により、店内に焼き
たての商品があふれ、お客様の喜
ぶ姿が増えることで、従業員も意
気に感じてますます力が入るとい
う相乗効果が生まれた。

その結果、売上は前年と比べて
約1億円上がり、利益も回復した。
今後は既存店を引き続きしっかり
伸ばしながら、店舗数を再び増や
し、再度成長軌道にのせたいと考
えている。

企業の声
本プロジェクトを通じて、売上

回復と経常黒字化につなげること
ができました。特に、専門家との
話し合いを行う中で、どうしたら
現場が動くのか、頭の整理をする
ことができたのが良かったと思い
ます。KPIを設定し、PDCAを回
していくことで、現場の意識と行
動の変革を促せました。今後は、
コロナ禍以後に採用した人材も増
えていますので、職人の技術力向
上や販売スタッフの採用・育成強
化等、人材投資にさらに力を入れ
ていき、パンも人も手作りの、地
域密着のベーカリーショップとし
て、さらなる成長を目指していき
ます。
（代表取締役社長：井戸大通氏）

支援者の声
前年度はアシストコースで事業

計画書を作成し、今年度は実行支
援としてアドバンスコースをお申
込みいただきました。店舗の売上
回復に向け、社長自身が計画され
ていた数値計画に加え、事業計画
書を作成することで、目的と手段
が明確になり実行策として具体化
されました。これまでできていな
かった現場への実行策の落とし込
みをすることで、従業員のモチ
ベーションアップに繋がり、徐々
に売上を回復しております。

社長と現場の皆様の熱心な取り
組みにより、ますますご発展され
ますことを祈念しております。
（東京商工会議所：新井捺紀氏）
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店舗内観（シャポー新小岩店） 製造スタッフの作業の様子（シャポー新小岩店 製造担当 宮島伶介氏）
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代表取締役社長：清水信宏氏　

株式会社sheep

VRツールを新たな事業の柱に育て、
経営環境の荒波を乗り切る
～経営者と専門家が同じ目線で見直した経費構造と営業推進体制～

■企業概要
株式会社sheep（代表取締役

社長：清水信宏氏）は、東京都新
宿区神楽坂にある広告制作プロダ
クションである。ブライダル業界
情 報 誌 や パンフレット等 のPR
ツールの制作を請負うクリエイ
ティブワークと国内・海外リゾート
ウェディングの知識を強みにする。

代表取締役の清水氏は、大手情
報メディア企業の出版部門に勤務
した後に、広告代理店勤務を経て
35歳で個人開業し、2009年に
法人化した。大手企業勤務時代に
結婚情報誌の制作を担当し、転職・
独立後も継続して制作請負を手掛
けている。もう一つの柱には、女
性インナーウエアの販売サイトに
関する広告制作があり、テレビ

CMを手掛けた実績もある。

■企業の悩み
清水氏は大手企業勤務から26

年にわたり結婚情報誌の制作を担
当し、独立後も一時期は元勤務先
関連の制作請負が売上の9割を占
めていた。しかし、雑誌がWEB
に置き換わる出版業界の流れを受
けて、雑誌媒体の制作業務は次第
に縮小しており、主力の結婚情報
誌もその影響を受けている。

とりわけウェディング業界では、
コロナ禍で結婚情報誌への広告出
稿量が減少し、多くの事業者が撤
退した。さらに、当社の制作に強
みがあり利益貢献も見込める海外
ウェディングの需要は、円安の影
響も重なって激減している。こう
した経営環境にあって、当社は金

融機関からコロナ融資を受けたが、
今後の借入金の返済原資を確保す
るためには新たな事業の柱が必要
だった。

社内で新事業の検討を重ねた末、
事業再構築補助金を利用し、VR
技術を活用した接客支援ツールの
開発に成功した。VRゴーグルは、
視界の360°に渡って、選択した
3D映像の世界に没入体験できる
のが特徴できる。このため、結婚
式場であれば、結婚式の当日さな
がらに装飾した会場を見学でき、
花の装飾もグレード別に確認でき
るため、成約率向上や単価アップ
につなげられる。ウェディングプ
ランナーの労働時間短縮の効果も
確認されており、式場の集客を担
う結婚情報誌とも競合がなく連携
しやすい。既存事業が落ち込む中
で業績を維持するためには、VR
ツールの新サービスをいち早く収
益源にすることが至上命題である。
新型コロナが5類感染症に移行さ
れ、展示会出展等の営業推進策を
模索する中で、専門家による経営
分析を受けることができる本プロ
ジェクトを紹介された。

■導き出された課題
専門家による経営分析の結果、

指摘された課題は、①生産性向上
に向けたインセンティブ制度の導
入、②中途採用に整合した人事評
価や登用制度の整備、③新業務の
新規顧客に対応する社内体制の確
保や業務フローの整理の3点であ
る。

支
援
事
例
⑨ 

DATA●株式会社sheep
創業年：2009年　従業員数：11人　業種： サービス業（ブライダルを中心とした広告・ツール制作）
所在地：東京都新宿区袋町5-1　FARO神楽坂309　URL：https://www.sheep-home.com
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取材・撮影・執筆：中小企業診断士　小松弘樹／写真提供：株式会社sheep
経営分析担当：中村秀剛氏／アシストコース担当（ディレクター）：中村秀剛氏／コーディネーター：藤田雅三氏／経営指導員：新井捺紀氏（東京商工会議所）

VRツールの営業では、これま
での人脈に頼った広告制作関連の
受注だけでなく、結婚式場等への
新規アプローチで新たな顧客を開
拓していく必要がある。しかし、
営業担当として正社員を新規採用
したものの成果が上がらない状態
が続き、人件費負担が経営を圧迫
していた。

新サービスの収益化には、成果
を反映した給与体系の導入や現状
人員で新業務に対応するための担
当職務の見直し、さらには、機能
的な体制と効率的な業務フローの
確立が求められる。清水氏は、こ
うした課題解決のため、本プロ
ジェクトのアシストコースを受け
ることにした。

■実行支援
アシストコースを利用して、専

門家から具体的なアドバイスを受
けながら、課題解決に向けて取り
組んだ。まずは、経費構造を把握
するため、販売管理費を変動費と
固定費に分解し、コスト面から改
善の方向性を見定めた。また、自
社商品の価値を適正に見積価格に
反映させるように、新たに営業費
の加算等を実施した。

営業推進面では、営業見込み表
の活用による管理体制の改善を目
指し、ターゲット選定とアプロー
チ方法の検討、交渉結果から継続
営 業 の 要 否 を 判 断 す る と い う
PDCAを行った。しかし、それ
でも新規取引先の獲得につながら

ない。清水氏は、今後の活躍を期
待したい人情と会社経営との狭間
でひとり葛藤していた。そうした
悩みに共感してくれた専門家のア
ドバイスを参考にしつつ、清水氏
は、成果報酬型の要素を入れた給
与体系への変更を、営業社員本人
と相談する苦渋の決断に至る。複
数の勤務プランを用意して、本人
と対話を重ねたが、最終的に「退
社して別の道を歩みたい」との申
し出を受けた。

■その後の変化・成果
営業推進の成果を上げる課題解

決のために別の施策として営業の
アウトソーシング化を進めていた
当社は、営業代行専門業者に、女
子校、保育園、女性向けクリニッ
ク等を営業ターゲットとしてテレ
アポを依頼したところ、実働3か
月間で10法人との商談機会が得
られた。ブライダル業界でも、最
初のターゲットとした20か所の
ホテルで5つの商談を持てた。商
談先は社内スタッフが手分けして
成約に向けて継続フォローしてい
る。ある有力な事業者からは代理
店契約の問い合わせもある。営業
部門をアウトソーシングできれば、
スタッフを増員せずにリスクを抑
えながら事業の拡大を目指せる。
VRツールはユーザーとの直接契
約で、高い利益率と安定収入が期
待できる。新たな事業の柱を立て、
さらに太くしていく取り組みが進
んでいる。

企業の声
経営課題に対する選択に悩む中、

専門家に力強く背中を押され、大
変勇気づけられました。

今後は、安定した黒字経営を目
標において、海外ウェディング案
件の取り込みを図りつつ、VR接
客支援ツールの販売を促進して業
績の安定を目指します。そうして、
社内のメンバーが、よりクリエイ
ティブな業務に力を注げる環境を
整備します。将来的には、ブライ
ダル関連以外の領域を増やして、
独立意向のある社員の活躍の場を
提供したいと考えています。
（代表取締役社長：清水信宏氏）

支援者の声
これまで社長の強い意志で事業

の拡大やスタッフの拡充等、試行
錯誤してこられました。

しかし、コロナ禍を経て事業の
見直しや日々変化していく環境へ
の対応策の検討が必要と感じ、ア
シストコースをお申込いただきま
した。アシストコースでは新規取
引先の発掘、管理体制の見直しと
改善をメインに支援を行いました。
支援を通して、社内の強み・弱み
を明確化し、課題は何かという社
長ご自身の気づきにつながり、改
善の道筋を立てることができまし
た。事業の見直しとさらなる拡大
のため、引き続き支援してまいり
ます。
（東京商工会議所：新井捺紀氏）
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神楽坂オフィスワーク 展示会でVRをアピール 360°VRツールの接客シーン
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1 都内中小企業の抱える経営課題

これまで見た都内中小企業の分析結果から、都内中小企業がさらに前進（アドバンス）を加速（プラス）で
きるよう、課題解決に向けた方向性をまとめたい。

1. 都内中小企業を取り巻く経営環境で見えた現状
第2章の「都内中小企業を取り巻く経営環境」で

は、コロナ禍の影響から回復傾向にあるものの、仕
入れ価格の高騰や人手不足が再び経営を圧迫してい
ることが示された。価格転嫁の必要性が増す一方、
取引先との関係性も考慮しなければならない様子が
うかがえた。人材確保に成功している企業は、賃金
や職場環境の整備を進めており、人手不足対策には
環境改善が有効とされていた。

また、経営計画の策定は成長に寄与し、既存市場
では「知の深化」、新規市場では「知の探索」が重
要であることも示された。DXの推進も高付加価値
化につながるが、IT人材や資金の確保が課題であ
り、そのデジタル化推進には、事業承継を機に若い
後継者へバトンタッチすることが効果的と示され、
さらに健康経営は職場環境改善の一助となり得るこ
とが示唆されていた。

2. チェックシートから見える課題
チェックシートの分析からは、都内中小企業の経

営者が現場への関与を強めている傾向が明らかに
なった。一方で、経営管理の重要性を認識しつつも、
戦略的な取り組みが十分に行われていない可能性も
示唆されている。

短期的な課題としては、事業承継を契機にITを
活用し、業務の高度化と生産性向上に取り組む必要

性が示され、これはDXの推進や若手後継者への承
継が有効とする先の分析と一致する。

長期的な課題としては、企業規模に関わらず、経
営状況を的確に把握し、戦略を策定・実行する普遍
的な取り組みが求められる。これも、成長に向けた
経営計画の策定や市場適応力の強化の重要性を裏付
けるものとなっている。

都内中小企業を取り巻く経営環境のまとめ
景気状況における都
内中小企業の傾向

・コロナで落ち込んだものの、足元ではコロナ以前まで回復。
・ 倒産状況はコロナ融資で一旦落ち着いたが、仕入れ価格の高騰や人手不足の影響で揺り戻しが生じて

いる。
・物価高が中小企業の利益に悪影響を与えている可能性がある。

都内中小企業の経営
に影響を与える重要
な環境要因

・価格転嫁は取引先との関係性を考慮して行わざるを得ない。
・次の稼げる事業の探索が不可欠。
・人手不足感が強まっている。
・人手を確保できている企業は賃金を確保でき、職場環境整備が進んでいる。
・人手不足対策として職場環境整備が有効。

都内中小企業の対応
すべき取り組みと効
果における示唆

・経営計画の策定は従業員数と売上の増加に効果的。
・既存市場では知の深化が有効、新規市場では知の探索が有効。
・DXへの早期取り組みが高付加価値化につながる可能性がある。
・DXは環境課題の解決に有効だが、IT人材の確保・育成や投資資金の確保が課題。
・人材確保・育成には職場環境整備が重要で、それに向けた投資も必要。
・デジタル化をトップダウンで進めるには、事業承継を機に若い後継者へ引き継ぐことが有効。
・職場環境整備には健康経営も一つの解決策として期待できる。

チェックシートから見える課題のまとめ
単純集計 「経営者の現場への関わり」が増加しており、経営者が現場業務に積極的に関与している傾向が見られる。
利益率別集計 短期的な課題として、事業承継を機にIT活用などの生産性向上に積極的に取り組む必要性が示唆された。
企業規模別集計 長期的な課題として、経営状況を把握したうえで戦略を策定し、実行に移す普遍的な取り組みが求められる

ことが示唆された。



73

3. 経営分析報告書から見える課題
高利益率企業の成功要因として、顧客ニーズを起

点とした事業展開や経営理念の社内浸透が挙げられ、
短期的な利益だけでなく、中長期的な成長を見据え
た経営が重要であることが示された。これは、経営
計画の策定や戦略的な取り組みの重要性を示した先
の分析と一致する。

企業規模別では、小規模企業は事業基盤の強化、
大規模企業は社員教育やシステム導入などの基盤づ

くりが課題であることが明らかとなった。これは、
DX推進や人材育成が経営課題として挙げられた点
とも共通する。

また、業種別の成功要因を見ると、各業種で特有
の課題や成功のポイントがあるが、これまでの分析
結果を踏まえると共通して「管理体制の整備」「顧
客ニーズへの対応」「人材確保・定着」が重要であ
ることが示唆されている。これは戦略的な経営や職
場環境整備の必要性を裏付けるものである。

4. アンケート調査結果からわかったこと
アンケート調査の結果をまとめてみると、経営分

析を利用する主な理由は「自社の課題を客観的に知
りたい」ことであり、利用後の効果として、チェッ
クシートを用いた自己チェックによる「主観的な気
づき」と、専門家の視点による「客観的な気づき」
の両面が挙げられた。

経営分析後に約8割の企業が実際に行動を起こし、
課題抽出から解決に向けた行動変容が促されている。

また、アドバンスコースを受けた企業の約7割で業
績が改善したことも確認された。

一方で、中小企業支援施策の利用は当初想定して
いたほど多くなく、ニーズに合った施策の立案・提
案が求められる。ただし、利用者の満足度は高く、
専門家の支援や事業計画書作成支援に評価が集まっ
たが、継続的なサポートや実行支援の拡充を望む声
も多い。

経営分析報告書から見える課題のまとめ
高利益率企業の成功要因 シーズ志向の事業展開ではなく、顧客ニーズを起点とした事業展開や社内への経営理念の浸

透など、中長期的な成長を見据えた事業運営をおこなう。
企業規模別の傾向 小規模企業は足元の事業基盤を固めることが課題となるが、規模が大きくなるにつれて、社

員教育やシステム導入、情報の共有や管理など、中長期的な成長を目指した基盤づくりが課
題として挙げられている。

業種別高利益率企業の成功要因 飲　食　業：厳密な原価管理のもと、特色を持った事業展開
サービス業：顧客ニーズに対応したサービスを提供し、実績を積み上げる
小　売　業：経営理念や経営方針を軸とした地域に根づいた販促活動
卸　売　業：即戦力となる人材を確保し、顧客及び取引先からの信頼を得る
製造業・建設業・運輸業・その他： 人材採用及び人材定着率向上に向けた取り組みをおこない、

経営体制を構築する

アンケート調査結果のまとめ
利用理由 ・展示会利用目的以外では、「自社の課題を客観的に知りたい」が主な理由。
利用後の効果 ・専門家の第三者視点により、自社を客観的に見直せた。

・チェックシートを用いた自己チェックにより気づきを得た。
・主観的な「気づき」と客観的な「気づき」の両面がある。

行動変容 ・経営分析後、約8割が実際に行動を起こした。
・課題抽出から具体的な解決行動へつながっている。

業績改善 ・アドバンスコースの支援を受けた企業の約7割で業績改善が見られた。
中小企業支援施策の利用状況 ・思ったよりも利用は多くない。

・ニーズに合った施策の立案・提案が求められる。
満足度と課題 ・利用者の満足度は高い。

・親身な対応や専門性が評価された。
・事業計画書作成支援にも高評価。
・不満点として、支援策の拡充や長期的・継続的なサポート、実行支援を求める声がある。
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5. 支援事例から見える状況
支援事例における各事例の概要を次ページにまとめた。各事例を俯瞰すると、前述の指摘と同様に、小規模

企業では、経営理念・方針の明確化、計画的な事業基盤の強化、中規模以上の企業では加えて、経営理念・方
針の共有、社員教育・システム導入等による管理体制の整備が重要であったことがうかがえる。

支援事例のまとめ
企業名 従業員規模 業 種

経営分析前 課題と取り組み 支援の成果と利用者の声
新四季創造株式会社 90人 サービス業（温泉施設経営）
コロナ禍で温泉来場者が大幅に減少し、
赤字に。責任の所在が曖昧で、経営が場
当たり的になっていた。従業員の顧客
ニーズへの関心も低かった。

経営目標・事業計画の策定、組織体制
の改善、集客力向上が課題。会社目標
を全従業員に共有し、各部門に目標設
定と対策を促した。

組織が部門ごとに統制され、権限・責任が明確に。従
業員の当事者意識が高まり、経費削減や顧客サービス
に主体的に取り組むように変化。コロナ禍以前よりも
来場者が増加し、黒字化。

有限会社藤屋酒店 3人 小売業（酒類・食品小売）
飲酒率が低下し、商材を多様化して対応。
高齢の先代から事業承継を行う中で、今
後の店舗運営をどうしようかと漠然とし
た思いを抱えていた。

店の方向性の明確化、売上・利益の向上
が課題。方針を検討し、健康志向等の
新たなニーズへの対応と、商材ごとの利
益率を考えた商品構成の見直しを実施。

「顔の見える商売」という基本は変えずに健康食品に本
腰を入れるという方針が明確化され、チラシ配布や試
飲機会の増加等、販促の実施へ。適正な利益を得る必
要性を認識し、利益管理を実践。

株式会社大島牛乳 7人 製造業（酪農、乳製品製造）
島の人口が減少し、学校給食の需要縮小
が予想される中、危機意識を持って新商
品の試作に着手。商品開発と販路開拓を
自社で賄うには不安があった。

事業計画の策定、生産管理の改善、人
材育成が課題。方向性と戦略を検討。
データを分析し、利益率や労働生産性に
ついて現状把握。若手幹部も支援に同席。

分析結果をもとに目標と実施内容を具体化。新商品の
価格設定・販路・プロモーション等の見通しもできた。
経営管理が充実し“どんぶり勘定”から脱却。社長の右
腕人材の育成にも役立つ。

かみぃずるーむ 0人 サービス業（ベビーマッサージ講習）
創業以来、順調に売上を伸ばしてきたが、
提供するサービスが増え、多忙な割には
利益が思うように上がらないという状況
になっていた。

経営理念と方針の確立、サービス内容
の整理と優先づけ、計画の策定が課題。
経営理念と方針を策定。それらを踏まえ
てサービスを整理し、事業計画を作成。

「何のために経営し、どのような会社にしたいのか」が
整理され、それに沿ってメリハリをつけた経営資源の
投入へ。組織化等、先々に向けた取り組みを計画的に
行うための土台ができた。

Bistro amorph. 0人 飲食業（フランス料理店）
顧客から一定の認知と評価を得ていた
が、オペレーションの非効率や顧客層の
偏りに問題意識があった。一方、多忙な
中で具体策を見出せずにいた。

店のコンセプト再設計、メニューやオ
ペレーションの見直し、情報発信が課
題。アラカルトからコースメニューに
移行し、SNS等による情報発信を強化。

煩雑さが軽減し、食材ロスも減少して生産性向上。コー
ス料理への集中で顧客満足度もアップ。料理と価格設
定が明確になったことでわかりやすくなり、SNSから
の予約が増加。

プラチナマナー 0人 サービス業（マナー講師）
講師として開業後、所属団体を通じた下
請け受注が大半であり、より安定した集
客が必要だと感じていた。今後の展望に
ついても不安を抱えていた。

販路開拓に向けた認知度の向上、ITツー
ルによる業務効率化が課題。WEBサイ
トを作成し、チラシ等のオフラインの
施策も実施。ITツールは今後導入予定。

オンラインとオフラインのアプローチにより、企業や
研修会社から徐々に直接受注が増加中。小さな悩みで
も相談でき、行動を後押しするアドバイスを得られる
ことが元気の源になっている。

花岡無線電機株式会社 32人 製造業（放送局向け機器）
自社で計画的に作業の標準化等を進めて
きた。次の5か年計画の策定を行う中で、
一緒に方向性を考えてくれる人を求めて
本事業を申し込んだ。

運転資金の現金化の速度向上と、作業
時間削減による生産性向上が課題。5
か年計画の方向性を定め、顧客管理と
顧客に合わせたアプローチ方法を整理。

顧客の状況やニーズに合った提案ができるようになり、
営業の効率がアップ。各営業担当者の取り組みの成果
が可視化されることで、満足感やモチベーションも向
上した。

株式会社アンテンドゥ 100人 小売業（パン・洋菓子の製造販売）
コロナ禍で強みの「焼きたて」が訴求でき
なくなり、売上不振に。現場のモチベー
ション維持が困難になり、コロナが明け
ても現場の士気が回復せず。

売上拡大、生産性向上、人材採用が課
題。全店舗統一の指標を設定し、売上
拡大や生産性向上につながるKPIマネ
ジメントを導入して経営管理を徹底。

毎月の店長会議でKPI達成店舗の店長のよい取り組みを
共有。現場の意識や言動が前向きに変わり、店内に焼
きたて商品が増えて店舗が活性化。売上が対前年で約
1億円増加し、利益も回復。

株式会社sheep 11人 サービス業（広告・ツール制作）
コロナ禍で結婚情報誌への広告出稿が減
少し、円安の影響で海外ウェディングが
激減。事業再構築補助金を活用し、接客
支援のVRツールを開発した。

インセンティブや評価等の人事制度の整
備、新業務の顧客に対応する社内体制と
業務フローの整備が課題。制度を整え
PDCAを回すことで営業の改善を図った。

営業面で別の施策としてアウトソーシングを行い、ス
タッフを増員せずに事業拡大を目指す。直接契約で利
益率と安定収入が期待できるVRツールを新たな事業の
柱にすべく取り組み中。

個々に見ていくと、先に指摘されていた「顧客ニーズ」を起点に自社の商品・サービスを組み立てること、
DX等により「業務の高度化」や「生産性向上」を行うこと、「経営管理」を充実させることにより、原材料
費や人件費の高騰、円安等の厳しい経営環境下でも事業の継続を図れることが示唆されている。
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2 都内中小企業の課題解決に向けた方向性
1. 都内中小企業の経営環境と主要課題

ここまでをまとめると、都内中小企業においては、
以下のことが示唆としてうかがえ、それを下表のよ
うに「守り」と「攻め」の両側面の経営として分け
てみた。

a. 経営環境から得られる示唆
コロナ禍からの回復が進む一方で、仕入れ価格の

高騰や人手不足が依然として経営を圧迫している。価
格転嫁の必要性が高まるものの、取引先との関係性を
考慮しながら適切な対応を取る必要がある。人材確
保に成功している企業は、賃金水準の見直しや職場
環境の整備に取り組んでおり、労働環境の改善が人
手不足対策として有効であることが示されている。

b. 主要課題から得られる示唆
経営計画の策定は企業の成長に寄与し、既存市場

では「知の深化」、新規市場では「知の探索」が重

要である。デジタル化の推進も高付加価値化に貢献
するが、IT人材や資金の確保が課題となっている。
事業承継を機にデジタル化を進めることで、次世代
の経営者がリーダーシップを発揮しやすい環境を整
えることができる。また、健康経営の推進が職場環
境改善の一助となることも示唆されている。

c. 成功事例から得られる示唆
成功している企業の特徴として、顧客ニーズを起

点とした事業展開や、経営理念の社内浸透が挙げら
れる。短期的な利益のみを追うのではなく、中長期
的な視点で経営戦略を策定し、企業文化を醸成する
ことが求められる。企業規模別に見ると、小規模企
業は事業基盤の強化が課題であり、大規模企業は社
員教育やシステム導入による管理体制の整備が必要
である。業種を問わず、「管理体制の整備」、「顧客ニー
ズへの対応」、「人材確保・定着」が経営の安定と成
長の鍵となっている。

都内中小企業の経営環境と主要課題のまとめ
倫理的な側面

（守りの経営）
・取引先との関係性を考慮した価格転嫁の適切な対応

仕入れ価格の高騰に対応しつつ、取引先との信頼関係を維持することが求められる。
・労働環境の改善と健康経営の推進

人材確保のために賃金水準の見直しや職場環境の整備が行われており、これは従業員の働きやすさや健康を
重視する倫理的な経営の一環である。

・経営理念の社内浸透と企業文化の醸成
短期的な利益追求ではなく、中長期的な視点で経営を行い、理念を共有することで企業の社会的責任（CSR）
を果たす姿勢。

利益的な側面
（攻めの経営）

・価格転嫁とコスト管理
仕入れ価格の上昇に対して価格転嫁を行うことは、利益確保のための重要な経営判断である。

・デジタル化の推進と高付加価値化
IT人材や資金確保が課題となるものの、デジタル化を進めることで業務効率化や競争力向上が期待できる。

・事業承継と次世代経営者のリーダーシップ強化
事業承継を機にデジタル化を推進することで、企業の成長を促進し、新たな経営戦略の展開が可能となる。

・市場戦略（知の深化・知の探索）
既存市場では強みを活かした深化戦略、新規市場では新たな知識や技術を取り入れる探索戦略を進めること
で利益向上につなげる。

・企業規模別の経営戦略
小規模企業は事業基盤の強化を、大規模企業は管理体制の整備や社員教育を進めることで、それぞれの成長
を支える。

・顧客ニーズへの対応と経営の安定化
顧客ニーズを起点にした事業展開が、競争優位性を確立し、長期的な利益につながる。
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2. 都内中小企業の課題から見える方向性の検討
a. 守りの経営（企業の持続性を支える倫理的責任）

企業が長期的に存続し、社会からの信頼を得るた
めには、適切な倫理観に基づいた経営が不可欠であ
る。取引先との関係を考慮した価格転嫁や、労働環
境の改善、経営理念の社内浸透などは、企業の基盤
を支える「守りの経営」といえる。これは、企業が
社会的責任を果たし、持続的な成長を遂げるために
避けて通れない重要な要素である。

b. 攻めの経営（競争力を高める戦略的な取り組み）
市場環境の変化に対応し、企業が成長を遂げるた

めには、積極的な戦略が求められる。デジタル化の
推進や事業承継を契機とした変革、市場に応じた「知
の深化」と「知の探索」といった「両利きの経営」
の取り組みは、企業の競争力を高める「攻めの経営」
である。短期的な利益だけでなく、中長期的な視点
での経営判断が、企業の成長と収益向上につながる。

3. CSV経営と「論語と算盤」
CSV経営（Creating Shared Value：共有価値

の創造）とは、企業が社会的課題を解決しながら経
済的利益を生み出す経営手法で、単なる社会貢献

（CSR）ではなく、「社会的価値の創造が、企業の
競争力や利益向上につながる」ことを重視する考え
方である。2011年に米国の経済学者マイケル・ポー

ター氏らによって提唱された。
渋沢栄一翁も、「道徳（論語）と経済（算盤）は

両立する」という思想を掲げ、企業が道徳的に正し
いことをしながらも、経済的な利益を追求すべきだ
と説いたが、これは「社会貢献と企業利益の両立」
を目指すCSV経営の考え方そのものである。

4. 中小企業における課題解決に向けた取り組み
中小企業が持続的に成長するためには、経済合理

性（算盤）を追求しながらも、倫理や社会的責任（論
語）を重視した経営が求められる。特に、人的資本
への投資は、短期的なコストではなく、中長期的な
競争力向上の源泉となる。

そのためには、職場環境の改善を短期的なコスト
として捉えるのではなく、長期的な競争力向上の投
資であることを経営者が理解すること、そして、デ
ジタル化と人材育成の両輪で中小企業の生産性と市

場適応力を高めることが必要である。その前提とし
て、経営理念の浸透と組織の一体感醸成が欠かせな
い。

つまり、人的資本経営（人材を「資本」として捉
え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的
な企業価値向上につなげる経営のあり方）で言われ
るように、人材を重視し、人に対する投資を行えれ
ば、中小企業においても持続可能な経営を実現でき
ると考えられる。

方向性で見えるのは「論語と算盤」そのもの
守りの経営 企業の持続性を支える倫理的責任 → 誠実さや倫理を重んじ、公正な経営を行うこと 道徳（論語）
攻めの経営 競争力を高める戦略的な取り組み → 利益を追求し、企業や社会の発展に貢献すること 経済（算盤）

CSV経営と「論語と算盤」
CSV経営 ・企業と社会の両方に利益をもたらす活動。企業の競争力や成長を促進しながら、社会的課題の解決を目指す。
論語と算盤 ・道徳なき利益追求は持続せず、倫理を守りながら経済活動を行うことで、企業も社会も成長できる。

中小企業における課題解決に向けた取り組み
職場環境の改善 ・ 短期的なコスト増加を伴うが、優秀な人材の定着により、長期的には業務の効率化や生産

性向上をもたらす。
デジタル化と人材育成 ・デジタル化は業務の高付加価値化を促し、価格競争からの脱却を可能にする。

しかし、IT人材の不足や導入コストがハードルとなり、多くの中小企業が取り組めていない。
経営理念の浸透と組織の一体感

（カルチャー・マインドセット） ・前提としてなければ、従業員のモチベーションも経営者の意思決定力も高まらない。
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5. 人材投資を「リスク」ではなく「確信」に変える
しかし、上記4で挙げた取り組みは、「言うは易

く行うは難し」である。
これまで示したように、職場環境の改善（ハード）

やデジタル化・人材育成（スキル）といった方向性
は見えても、実践には資金的な負担が生じるし、投

資回収前に退職されてしまえば単なる損失となる。
ここに中小企業の経営者としての意思決定ができな
い不安とリスクがあるのではないか。

人材投資への不安やリスクを確信に変えるために、
これが唯一の正解ではないが、例えば以下の3つの
要素を意識することを考えてみたい。

人材投資をリスクから確信に変える3つの要素
「成果が約束されない」ではなく、
「価値を生む仕組み」をつくる

・人材投資が成果に直結するには、「経営理念の実践」と「評価・還元の仕組み」が不可欠。
・例えば、短期的な成果だけでなく、理念に沿った行動を評価する制度が必要。
・企業のビジョンと個人の成長が一致するような仕組みが、投資の「確信」につながる。

経営理念を「お題目」にせず、
組織の意思決定の軸にする

・ほとんどの企業は経営理念を掲げるが、実際の経営判断に反映されていないことが多い。
・ 例えば、「短期利益優先」と「従業員の成長」の間で迷ったときに、経営理念に照らして意

思決定をすることが重要。
・これを徹底することで、従業員も経営者も「何のための人材投資か？」を納得しやすくなる。

組織の一体感を生む
「共感のストーリー」を持つ

・ 経営理念の浸透には、「なぜこの会社が存在するのか？」「なぜこの事業をやるのか？」を
明確に語れる経営者の姿勢が必要。

・人は数字だけでは動かない。ストーリー（物語）に共感することで、一体感が生まれる。
・ 顧客や従業員の成功事例を社内で共有することで、理念が現実のものとして感じられる

ようになる。

3 都内中小企業支援機関に求められること
1. 経営は「二律背反」の連続である

先に見た「論語と算盤」や「CSV経営」、また第
二章で示した「両利きの経営」などからわかるよう
に、経営とは二律背反（正反対の意味の二つの命題
がどちらも正しいこと）を、高次元で調整・調停す
る意思決定である。
「論語と算盤」は、道徳（倫理）と利益（経済合

理性）という、一見相反する要素を調和させる考え
方で、「CSV経営」は「社会的責任」と「経済的利
益」の両立を、「両利きの経営」では「短期の収益
最大化」と「長期の競争力強化」の両立を図ること
が求められている。

つまり、古代ギリシャの哲学者アリストテレスが、

『ニコマコス倫理学』の中で、「徳（アレテー）とは、
中庸を取ることで得られるもの」と述べているとお
り、何事も極端ではなく、適切なバランスを取るこ
とが「最適な判断」につながるということに共通す
る。

アリストテレスの「中庸」は、単なる「平均値」
ではなく、状況に応じて適切なバランスを取りなが
ら、常に最適な判断をすることを意味している。こ
れは、経営においても同様で、経営には固定された
正解はなく、経営者においては、環境変化に応じて
最適なバランスを見極める能力が求められるという
ことではないだろうか。

主要課題の二律背反の側面
テーマ 論語（倫理） 算盤（経済合理性）

論語と算盤 誠実さや倫理を重んじ、公正な経営を行う 利益を追求し、企業や社会の発展に貢献する
人手不足対策 従業員を大切にし、働きがいのある職場を作る 人材確保にはコストがかかり、過剰投資は経営負担となる
賃上げ 従業員の生活向上を支援し、企業の社会的責任を果たす 収益に見合わない賃上げは利益圧迫につながる
DX化による
生産性向上

デジタル活用により働きやすい環境を作る DXには投資が必要で、短期的に利益を圧迫する可能
性がある

職場環境改善 従業員の健康やモチベーションを高め、企業の魅力を
向上させる

設備投資や制度改革にはコストがかかる
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2. 都内中小企業支援機関が行う支援の方向性
経営には固定された正解はなく、環境変化に応じ

て最適なバランスを見極める能力が求められるので
あれば、支援機関はそのバランスを見極めるプロセ
スを企業とともに歩むことが重要である。

そのためにも、①経営者が支援を「一過性のもの」
ではなく「経営の習慣」として定着させることを促
す「気づき」から「行動」へ、そして「習慣化」へ
つなげるための支援、②環境変化に応じた適切なバ
ランスを見極めるために、経営状態を定期チェック
し、問題の早期発見・対応を促す定期的な経営分析
の実施、③企業ごとに異なる課題に対し、専門家と
ともに継続的な支援を行い、経営の持続可能性を高

める「伴走型」支援の強化、④企業の成長を促し、
支援の成果を「実行フェーズ」までつなげる「出口
支援」の多様化と実行力の強化、そして⑤単独の支
援機関では解決が難しい複雑な課題に対し、都内の
支援機関が連携して最適なサポートを提供する

「オール東京」の支援体制の構築および支援機関同
士のさらなる連携強化の5つが重要であると、改め
て理解する。

当事業を中心に、さらなる支援体制の強化を図る
とともに、中小企業支援制度においても「不易流行」
のバランスをとりながら、新しい時代に向けた施策
の実現を期待したい。

都内中小企業支援機関が行う支援の方向性
支　援 目　的 具体策の例

「気づき」から「行動」へ、
そして「習慣化」への支援

経営者が支援を「一過性
のもの」ではなく、「経営
の習慣」として定着させ
ることを促す

・経営者の意識を高めるためのセミナー・ワークショップの定期開催
・経営分析後、行動計画を策定し、短期的なアクションを支援
・企業の継続的な学習を促す仕組み（例：学習型経営者ネットワークの形成）

定期的な経営分析の実施
（企業の健康診断型支援）

環境変化に応じた適切な
バランスを見極めるため
に、 経 営 状 態 を 定 期
チェックし、問題の早期
発見・対応を促す

・毎年の「経営分析（企業の健康診断）」を実施（財務・組織・経営環境の分析）
・デジタルツールを活用した簡易診断と専門家による詳細診断の二段構え
・ 経営分析結果を基にした「企業ごとの成長ロードマップ（事業計画書）」

の策定

企業ごとの課題に応じた
「伴走型」支援の強化

企業ごとに異なる課題に
対し、専門家とともに継
続的な支援を行い、経営
の持続可能性を高める

・ 経営課題に応じた専門家チーム（コーディネーターとディレクター、ア
ドバイザー等）を編成し、中長期的な支援を提供

・ DX、マーケティング、財務、事業承継など、分野ごとに最適な支援プ
ログラムをカスタマイズ

・企業ごとの課題と支援内容をデータ化し、支援のPDCAを回す
「出口支援」の多様化と実
行力の強化

企業の成長を促し、支援
の成果を「実行フェーズ」
までつなげる

・資金支援：事業成長に向けた補助金・融資の活用支援
・人的支援：人材マッチング、採用支援、従業員向け教育プログラム
・場の支援： ビジネスマッチングイベント、販路開拓支援、コワーキン

グスペースの提供
「オール東京」の支援体制
を構築し、支援機関同士
の連携を強化

単独の支援機関では解決
が難しい複雑な課題に対
し、都内の支援機関が連
携し、最適なサポートを
提供する

・ 支援機関ごとの専門分野を明確化し、企業の課題に応じた適切な機関
へスムーズに誘導

・ 支援機関が情報共有できるプラットフォームを整備し、効率的な支援
を実現

・ 大学、金融機関、行政機関、民間企業との連携を強化し、幅広い支援
を提供
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